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1章 計画の背景と目的 

1.1 計画策定の背景 

（1）地球温暖化とは 

近年、人間活動の拡大に伴って二酸化炭素（以降、「ＣＯ２」といいます。）、メタン、一酸化窒

素、代替フロン類などの温室効果ガスが大量に大気中に排出されることで、地球温暖化が進行

しているといわれています。一方、地球にあるＣＯ２やメタン、フロン類などの温室効果ガスは、

地表からの熱の放出を防ぐことで、私たちが住みやすい環境を保つ役割も担っています（図

１.１-１）。 

地球温暖化は、平均気温上昇のほか、台風の強大化や集中豪雨、土砂災害の増加など、日常

生活や経済活動へ甚大な影響を及ぼす問題と言われており、すでに世界各地で、気温の上昇

や大雨の頻度の増加、農作物の品質低下、動植物の分布域の変化、熱中症リスクの増加など、

さまざまな影響が現れています。 

地球温暖化の進行に伴い、猛暑や豪雨などの気候変動によるリスクはさらに高まることが

予測されており、地球温暖化や気候変動への対策を適切に行っていかなければ、地球環境の

バランスが崩れ、未来の地球に今のように住み続けることが困難になる可能性が出てきます。 

地球温暖化や気候変動に対処し、市民の生命や財産を将来にわたって守り、経済や社会の

持続的な発展を図るためには、地球温暖化の原因である温室効果ガスの排出削減対策（緩和

策）に取り組むとともに、地球温暖化によるさまざまな影響に備えて回避策や軽減策（適応策）

を検討し、取り組む必要があります。 

図 １.１-１ 地球温暖化のメカニズム 
出典：全国地球温暖化防止活動推進センター（ＪＣＣＣＡ） ｈｔｔｐｓ://ｗｗｗ.ｊｃｃｃａ.ｏrｇ/ 
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（ア） 年平均気温の上昇 

今世紀に入ってからの本市の年平均気温の上昇傾向を一次式で近似すると、一関と千厩の

両地点とも２１世紀に入って、約 ０.８℃、特に ２００６ 年から ２０２１ 年の １５ 年間で約 ０.６℃

上昇しています。 

また、本市周辺の気温として、長期間の気象観測データがある盛岡・宮古・大船渡の年平均

気温の上昇傾向を見ても、盛岡では １００ 年あたり １.７℃の割合、宮古では １００ 年あたり

０.７℃の割合、大船渡では ５０ 年あたり １.１℃の割合で上昇しています。 

図 １.１-２ 一関市内の気候の変化 
出典：気象庁ホームページより作成 

図 １.１-３ 盛岡市、宮古市、大船渡市の気候の変化 
出典：気象庁 盛岡地方気象台提供データ 

℃



３ 

（イ） 大気中の ＣＯ２ 濃度の上昇 

日本には、大気中の ＣＯ２ 濃度を測定する拠点が ３ か所あります。１ か所目は岩手県大船渡

市三陸町綾里、２ か所目は東京都小笠原村南鳥島、３ か所目は沖縄県八重山郡与那国島で

す。特に綾里の観測所は、１９８７ 年 １ 月に日本で初めて ＣＯ２ 濃度の観測を始めた地点です。

下の図は、綾里における大気中の ＣＯ２ 濃度を示したグラフであり、１ 年間における季節ごと

の変動（植物の光合成による季節変動）はあるものの、観測当初の １９８７ 年から年々増加傾

向であることがグラフからも読み取れます。 

図 １.１-４ 綾里における大気中の ＣＯ２ 濃度 
出典：気象庁ホームページより作成 
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（2）地球温暖化対策をめぐる国際的な動向 

（ア） 気候変動枠組条約締約国会議（ＣＯＰ）における「パリ協定」の採択

２０１５ 年 １２ 月、国連気候変動枠組条約第 ２１ 回締約国会議（ＣＯＰ２１）が開催され、京都

議定書以来、新たな法的拘束力のある国際的な合意文書となる「パリ協定」が採択されました。

この協定では、温室効果ガス排出削減のための取組の強化が必要とされています。 

（イ） 気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）における「１.５℃特別報告書」の公表

２０１８ 年 １０ 月、ＩＰＣＣ 第 ４８ 回総会において「１.５℃特別報告書」が公表され、世界の平

均気温が ２０１７ 年時点で工業化以前の水準よりも約 １℃温暖化しており、このままの度合い

で増加し続けると ２０３０ 年から ２０５２ 年までの間に気温上昇が １.５℃に達する可能性が高

いことが示されました（図 １.１-５）。 

この報告書では、１.５℃の気温上昇においては社会生活の維持及び経済成長に対する気候

リスクが増加し、２℃の気温上昇になるとさらに深刻化することが指摘されています。 

そこで、気温上昇を １.５℃に抑えるためには、ＣＯ２ 排出量を令和 １２（２０３０）年までに

４５％削減し、令和 ３２（２０５０）年頃には実質ゼロにすることが必要とされ、またメタンなどの

二酸化炭素以外の排出量も大幅に削減されることが必要とされています。 

図 １.１-５ 気温変化の将来予測 
出典：ＩＰＣＣ 第 ５ 次評価報告書の概要 

＜パリ協定の概要＞ 

・ 世界共通の長期目標として、産業革命前からの平均気温の上昇を ２℃より十分下方に保持す

るとともに、１.５℃以下に抑える努力を追求する。 

・ 今世紀後半に温室効果ガスの人為的な排出と吸収のバランスを達成する。  

・ 主要排出国を含む全ての国が削減目標を ５ 年ごとに提出・更新する。 

・ 各締約国は、気候変動に関する適応策を立案し行動の実施に取り組む。 

・ 全ての国が参加し、各国は義務として目標を達成するための国内対策を実施する。  

など 
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（ウ） 「持続可能な開発のための ２０３０ アジェンダ」の採択

２０１５ 年、国連サミットにおいて「持続可能な開発のための ２０３０ アジェンダ」が採択され

ました。ここで、２０３０ 年までに持続可能でより良い世界を目指す国際目標「ＳＤＧｓ（エスディ

ージーズ）」が掲げられています。ＳＤＧｓ は、「Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｇｏａｌｓ（持続可

能な開発目標）」の略称で、人間の安全保障の理念を反映し誰一人取り残さないことを目指し、

１７ のゴールと １６９ のターゲットが掲げられています。 

図 １.１-６ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）における １７ のゴール 

＜ＳＤＧｓ の概要＞ 

ＳＤＧｓ は、先進国を含めすべての国が一丸となって達成すべき目標で構成されているところが

特徴であり、この目標の中では、あらゆる貧困を終わらせる目標に並び、気候変動及びその影響を

軽減するための緊急対策を講じることや、持続可能な森林の経営といった地球温暖化対策に関わ

る目標も掲げられています。 

また、ＳＤＧｓ の達成には、現状の実現可能性を踏まえた積み上げを行うのではなく、目指すべき

未来を考えて現在すべきことを考えるという「バックキャスティング」の考え方が重要とされ、あら

ゆる主体が参加する「全員参加型」のパートナーシップの促進が掲げられています。 
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（３）地球温暖化対策をめぐる国内の動向 

（ア） 国の取組

２０２０ 年 １０ 月の臨時国会において、当時の菅内閣総理大臣が、所信表明演説で「２０５０

年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち ２０５０ 年カーボンニュート

ラル、脱炭素社会の実現を目指す」ことを宣言しました。ここでいう「排出を全体としてゼロ」と

は、ＣＯ２をはじめとする温室効果ガスの排出量から、森林などによる吸収量を差し引いてゼロ

とすることを意味しています。 

この、いわゆる「２０５０ 年カーボンニュートラル宣言」を受け、２０２１ 年 ６ 月に地球温暖化

対策の推進に関する法律（以下「温対法」といいます。）が改正されました。改正温対法では、

２０５０ 年までの脱炭素社会の実現を基本理念とすること、地方創生につながる再生可能エネ

ルギー導入を促進すること、企業の温室効果ガス排出量情報のオープンデータ化をすること、

の３点がポイントとなっています。 

さらに、同年 １０ 月には、地球温暖化対策計画の改正について閣議決定がなされ、２０３０ 年

度の温室効果ガス削減目標を ２０１３ 年度比 ４６％削減とすることとし、さらに ５０％削減の

高みに向けて挑戦を続けることとされています。 

ＣＯ２ をはじめとする温室効果ガスの低減に加えて、気候変動の影響による被害の回避・軽

減対策（適応策）に関する法律である、気候変動適応法も同年１０月に改正され、国、地方公共

団体、事業者、国民が気候変動適応の推進のために担う役割が明確化されました。 

（イ） 岩手県の取組

岩手県では、２０１２ 年に「岩手県地球温暖化対策実行計画」を策定し、温室効果ガス排出量

を、２０２０ 年度に １９９０ 年度比で ２５％削減（２００５ 年度比で ２９％削減）する目標を掲げ

ました。排出量の削減は、排出削減対策で １３％、再生可能エネルギーの導入による対策で

４％、森林吸収により ８％の削減を目指すこととされています。 

その後、２０２１ 年 ３ 月には「第 ２ 次岩手県地球温暖化対策実行計画」を策定し、温室効果ガ

ス排出量を、２０３０ 年度に ２０１３ 年度比で ４１％削減する目標を掲げています。 排出量の削

減は、排出削減対策で ２５％、再生可能エネルギーの導入による対策で ７％、森林吸収により

９％の削減を目指すこととされています。 
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（ウ） 本市の取組

本市では、「一関市総合計画基本構想」及び「一関市環境基本計画」において、環境に関する

街づくりの全体像を示し、「いかす・つくる・つなぐ 資源・エネルギー好循環のまち いちのせ

き」を基本的な方向性として、２０１５ 年 １０ 月に「一関市資源・エネルギー循環型まちづくりビ

ジョン」を策定し、これまで、バイオマス産業都市構想、再生可能エネルギーの活用、みんなのメ

ダルプロジェクト、オフィス製紙機の活用による市民のリサイクル意識の醸成など様々な取組

の実施により、資源やエネルギーが好循環するまちづくりを推進してきました。 

また、２０２１ 年 ２ 月に ２０５０ 年 ＣＯ２ 排出実質ゼロを目指すことを宣言し、これまで実施し

てきた取組を一層推進するため、同年 ３ 月に新たな「一関市資源・エネルギー循環型まちづく

りビジョン」を策定し、エネルギーの地産地消の推進、バイオマス産業の推進、新エネルギー導

入に対する支援、資源リサイクルの推進、次世代自動車充電インフラの整備を先導的な取組と

位置付けて、強力に推進することとしています。 
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1.2 計画の目的

改正温対法では、地方公共団体の責務として、その区域の自然的社会的条件に応じた温室

効果ガスの排出量の削減などのための施策を推進するものとされています。 

また、事業者及び国民は温室効果ガスの排出量の削減などのための措置を講ずるよう努め

るとともに、国や地方公共団体が実施する施策に協力しなければならないとされています。 

このことから、本市においても、国内外の動向を踏まえるとともに、市民・事業者との協働に

より、実効性の高い地球温暖化対策に取り組むことで、「資源・エネルギー循環型まちづくり」

をさらに推進するとともに、２０５０ 年 ＣＯ２ 排出実質ゼロを達成するため、本計画を策定しま

す。 

1.３ 計画の位置づけ 

本計画は、温対法第 ２１ 条に基づく地方公共団体実行計画（区域施策編）であり、計画期間

に達成すべき目標、その目標を達成するために実施する措置の内容、施策などについて定め

ることで、市民・事業者・市の各主体が地球温暖化対策を推進する上での指針となる役割を持

っています。また、気候変動の影響による被害を軽減あるいは回避し、安全・安心で持続可能

な社会の構築を目的とした気候変動適応法第 １２ 条に基づく地域気候変動適応計画も内包す

ることとします。 

さらに、本計画の推進に当たっては、一関市総合計画や一関市環境基本計画などの各種関

連計画などとの整合を図ります（図 １.３-１）。 

図 １.３-１ 計画の位置づけ 
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1.４ 計画の期間

本計画の期間は、国の地球温暖化対策計画に準拠して、中期の目標年度である令和 １２

（２０３０）年度に合わせて令和 ５（２０２３）年度～令和 １２（２０３０）年度までの ８ 年間とします。  

また、平成 ２５（２０１３）年度を基準年度とします（表 １.４-１）。 

なお、計画実施期間中の社会情勢の変化や技術的進歩、実務の妥当性などを踏まえ、必要

に応じて計画の見直しを行うこととします。 

表 １.４-１ 計画期間と基準年度 

区分 年度 

計画期間 令和 ５（２０２３）年度～令和 １２（２０３０）年度 （８ 年間） 

基準年度*１ 平成 ２５（２０１３）年度 

目標年度*２ 中期：令和 １２（２０３０）年度 

長期：令和 ３２（２０５０）年度 

*１ 温室効果ガス排出量の増減を比較するための基準となる年度 

*２ 温室効果ガス排出量の削減目標を達成すべき年度 

1.5 計画の対象

本計画は、事業活動や市民生活における温室効果ガス排出量の削減など市域の地球温暖

化対策すべてを対象とします。また、本計画により把握すべき温室効果ガス排出量は、環境省

が作成する地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）に基づき、産業、

民生（家庭）、民生（業務）、運輸、一般廃棄物の ５ 部門の排出量とします。 

表 １.５-１ 各部門の内容 

部門 内容 

産業 農業、建設業、製造業のエネルギー消費に伴う排出 

民生（家庭） 家庭のエネルギー消費に伴う排出 

民生（業務） 
事務所・ビル、商業・サービス業施設のほか、他のいずれの部門にも

帰属しないエネルギー消費に伴う排出 

運輸 自動車（自家用自動車を含む）、鉄道のエネルギー消費に伴う排出 

一般廃棄物 廃棄物（廃プラスチック、合成繊維）の焼却に伴い発生する排出 
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〇最近の世界の動き（ＣＯＰ２７ の様子） 

各国の代表が集まり、気候変動対策について議論する ＣＯＰ（国連気候変動枠組条約締約

国会議）。２０２２ 年にエジプトで開催された ＣＯＰ２７（第 ２７ 回国連気候変動枠組条約締約

国会議）では、日本が「化石賞」を受賞しました。「化石賞」とは、環境 ＮＧＯ「Ｃｌｉｍａｔｅ Ａｃｔｉｏｎ 

Ｎｅｔｗｏrｋ（ＣＡＮ）」が、気候変動への取組が「後退している」ことを「化石」と揶揄したもので、

不名誉な賞でありますが、日本は ３ 年連続で受賞しています。理由は日本が化石燃料に対す

る世界最大の公的資金を拠出している国であることに由来しています。 

 ＣＡＮ は、「地球の平均気温上昇を抑えるためには、化石燃料への投資を止める必要がある。

その認識があるのにもかかわらず、日本政府は化石燃料への支出を続けている」と批判して

います。

イラスト挿入予定
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2 章 計画の基本的事項 

2.1 一関市の地域特性 

2.1.1 地勢 

本市は、岩手県の最南端に位置し、南は宮城県、西は秋田県と接している中山間地域です。

首都圏から４５０キロメートルの距離で、東北地方のほぼ中央、盛岡と仙台の中間地点に位置

しています。そのため、岩手県南・宮城県北の『中東北の拠点都市』として、経済・文化・教育の

中心となっています。 

本市の総面積は、１,２５６.４２ 平方キロメートルで、東西は約６３キロメートル、南北は約４６

キロメートルと広大かつ横長な地形となっています。そのため、県内２番目・全国１２番目と大

きく、岩手県総面積の約 ８％を占めています。 

土地利用の状況は、総面積のうち ６０.２％が山林原野で占められ、次いで田が １１.１％、畑

が ６.５％となっており、県内では比較的農地の割合が高い地域となっています。 

本市は、四季折々に多彩な表情を見せる恵み豊かな自然に包まれています。その中で象徴

となっているのは、市の西側、奥羽山脈にそびえる栗駒山と、市の東側、緩やかな丘陵地が広

がる北上高地の独立峰となっている室根山などの山々です。 

また、北上平野の南端部にあたる市の中央部には標高の低い平地が広がり、東北一の大河

北上川が緩やかに流れています。北上川の支流である磐井川や砂鉄川などの河川により、流

域に水の恵みをもたらしています。磐井川の中流域には渓谷美を誇る厳美渓、砂鉄川には石

灰岩地帯を深く刻み込んだ猊鼻渓があり、多くの観光客が訪れる名所となっています。 

図 ２.１.１-１ 本市の位置 
出典：「バイオマス産業都市構想」（平成 ２６ 年版） 
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2.1.2 気候 

本市の気候は、内陸型の特徴を示し、気候の日較差、年較差は大きいものの、県内では比較

的温暖な地域となっています。 

市の西側、奥羽山脈沿いは標高が高く日本海側の気候の影響を受け、降水量も多く、１１ 月か

ら４月にかけて降雪があります。市の中央から東側にかけては、太平洋の気候に属しており、

冬も晴れやすい地域となっています。 

日照時間については、春ごろから夏にかけて日照時間が長く、夏から冬にかけて短くなりま

す。年間の日照時間は、１,５００ 時間から １,８００ 時間となっており、全国年間平均の １,９１５

時間と比較すると少ない地域です。 

図 ２.１.２-１ 本市の気候 
出典：一関市統計要覧（令和 ３ 年版）から作成 
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2.1.３ 人口 

本市の総人口は減少を続けており（図 ２.１.３-１）、令和 ４ 年 ３ 月 ３１ 日時点（住民基本台帳）

で １１０,６７９ 人、世帯数は ４６,２３８ 世帯となっています。 

平成 ７（１９９５）年には、老年人口（６５ 歳以上の人口）が年少人口（１５ 歳未満の人口）を上

回り、老年人口が総人口に占める割合は増加し続けています（図 ２.１.３-２）。また、市の独自統

計では、今後も人口は減少することが予想されています。具体的には年少人口と生産年齢人

口（１５ 歳～６４ 歳）は減少を続け、老年人口も令和 ２（２０２０）年をピークに減少していくこと

が見込まれ、地域経済、医療、福祉、介護、教育、文化、生活の利便性など様々な分野への影響

が懸念されています。 

図 ２.１.３-１ 本市の人口の推移 
出典：一関市「一関市総合計画後期基本計画」令和 ３ 年 ３ 月

図 ２.１.３-２ 本市の年齢 ３ 区分割合の推移 
出典：一関市「一関市総合計画後期基本計画」令和 ３ 年 ３ 月
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2.1.４ 産業 

（1）構成 

本市において、産業 ３ 分類別に見た市の産業構造は、第 １ 次産業から第 ２ 次産業、第 ３ 次

産業へと主体が移ってきています。 

県平均と比較すると、第 ３ 次産業より第 ２ 次産業の比重がやや高くなっていることが特徴

です。また、これまでのすう勢などからすると、第 １ 次産業から第 ２ 次産業、第 ３ 次産業への

移行は今後も続くものとみられます（図 ２.１.４-１）。 

平成 ２９（２０１７）年の市の総生産額は約 ３，７７７ 億円となっており、ここ １０ 年ほど横ばい

傾向が続いています（図 ２.１.４-２）。生産額の内訳では、構成比が多い順番に生産額も大きく

なっており、第 １ 次産業は増加傾向、第 ２ 次、第 ３ 次産業はほぼ横ばいが続いています。 

図 ２.１.４-２ 総生産額の推移 
出典：一関市「一関市総合計画後期基本計画」令和 ３ 年 ３ 月

図 ２.１.４-１ 本市の産業 ３ 分類別就業者構成比の推移 
出典：一関市「一関市総合計画後期基本計画」令和 ３ 年 ３ 月
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（2）事業所数 

令和 ３ 年度版の一関市統計要覧の事業所数では、市内に ５，４０２ の事業所があり、産業大

分類別の内訳では、卸売業・小売業 ２６．４％、宿泊業・飲食サービス業 １１．９％、生活関連サー

ビス業・娯楽業 １０．９％、建設業 １０．８％の順になっています（図 ２.１.４-３）。 

なお、岩手県では地球温暖化の防止に向けた施策の推進を図るため、ＣＯ２ の排出抑制措置

を積極的に講じている事業所を認定し、広く県民に紹介することにより、地球温暖化対策の積

極的な取組を広げていくことを目的に、「いわて地球環境にやさしい事業所認定制度」を設け

ています。市内ではこれまで １９ 事業所（２０２２ 年１１月１日現在）が認定を受けています。 

図 ２.１.４-３ 事業所数 
出典：一関市「一関市統計要覧 令和 ３ 年度版」令和 ４ 年 ３ 月
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（３）農産業 

農業は、本市の地域経済の根幹となる主要な産業です。自然条件と地域特性を生かし、水稲、

畜産など年間を通じて多彩な農作物が生産されています。令和２年度における本市の農産業

産出額は ３５２ 億円となっており、その内訳割合は多い順に、ブロイラー（２７％）、豚（２５％）、

米（１８％）、肉用牛（１０％）となっています。 

図 ２.１.４-４ 農産物産出額の内訳 
出典：わがマチ・わがムラより作成
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（４）林業 

本市の林業経営体数は、２０２０ 年農林業センサスによると ２０５ 経営体であり、県内で最も

林業経営体が多いのが特徴です。年間の素材生産量は令和 ２（２０２０）年で ７２,１０８ 立方メ

ートルです（表 ２.１.４-１）。 

また、２０２０ 年の農林業センサスによると、本市の森林面積は、７７，５１６ ヘクター

ルあり、市の総面積の ６１．７％を占めています。なお、森林面積のうち、民有林は ６９，

３９８ ヘクタール、国有林は ８，１１８ ヘクタールです。地域別にみると、一関地域と大東

地域で面積が特に広くなっています。人工林と天然林の割合をみると、一関・花泉・千

厩地域では天然林の割合が多い一方で、大東・東山・室根・川崎・藤沢地域では人工林

の割合が多くなっています（表 ２.１.４-２）。 

（5）工業（製造業） 

表 ２.１.４-１ 保有山林面積規模別林業経営体数及び素材生産量 

表 ２.１.４-２ 地域別民有林面積 

出典：2020 年農林業センサス農林業経営体調査結果（確定値）概要＜一関市＞令和 3 年 4 月

出典：一関市バイオマス産業都市構想 平成 ２８ 年 
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（５）工業（製造業） 

本市の製造品出荷額などは、平成 ２９（２０１７）年度時点では ２,０９１ 億 ６,０６５ 万円であ

り、前年に比べ ５５ 億 ６,５７２ 万円（同 ２.７％）の増加となっています。 

なお、平成２７（２０１５）年度から平成 ３０（２０１８）年度は ２,０００ 億円台で概ね同程度の出

荷額で推移していますが、令和元（２０１９）年度は情報分野の減により約 １,８８０ 億円となって

います。 

令和元（２０１９）年度時点の区分別では、電子の出荷額が最も多く、次いで食料品、電気、窯

業の順になっています。 

表 ２.１.４-３ 産業中分類別、年次別製品出荷額等 

出典：工業統計調査結果概要＜一関市＞令和２年６月
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2.2 市内の地球温暖化対策の取組状況 

2.2.1 本市の取組 

本市では、地球温暖化防止に向けた取組を推進するため、「新エネルギービジョン（平成 ２１

（２００９）年度策定）」「省エネルギービジョン（平成 ２２（２０１０）年度策定）」により、新エネルギ

ーの導入や省エネルギーの取組を推進してきました。２つのビジョンは令和 ２（２０２０）年度が

最終年度であったことから、両ビジョンで掲げた具体的な施策から、継続して取り組むことが

必要な施策を引き継ぎつつ、包含した「一関市資源・エネルギー循環型まちづくりビジョン（令

和 ３（２０２１）年度～令和 ７（２０２５）年度）」を令和 ３（２０２１）年 ３ 月に策定し、引き続き新エ

ネルギーの導入や省エネルギーの取組を推進しています。 

具体的な取組の例として、平成２２（２０１０）年度から住宅用太陽光発電システム導入促進費

補助事業を実施しています。さらに平成 ２９（２０１７）年度からは太陽熱及び地中熱利用設備

についても補助対象としたところです。加えて、令和 ３（２０２１）年度からは蓄電設備について

も補助対象に加え、新エネルギー設備の導入促進を加速する取組を行っています。 

これらの取組の状況として、直近 ５ 年間の補助金交付実績を以下に示します。 

年 度 

太陽光発電設備 太陽熱利用設備 
地中熱 

利用設備 
蓄電設備 

件数
補助額 

(千円) 

平均出力 

(ｋＷ) 
件数 

補助額 

(千円) 
件数 件数 

補助額 

(千円) 

平均容量 

(ｋＷｈ) 

平成 ２９ 

年度 
４９ ４,５４４ ６.２ ２ １００ ― ― ― ― 

平成 ３０ 

年度 
６６ ６,３５１ ６.５ ― ― ― ― ― ― 

令和元

年度 
５７ ５,４０６ ６.７ １ ３０ ― ― ― ― 

令和 ２ 

年度 
４４ ４,２２４ ６.８ ― ― ― ― ― ― 

令和 ３ 

年度 
４１ ４,００９ ８.５ ３ １３０ ― ３０ ３,０００ ７.６ 

※ 太陽光発電設備の補助額：１ｋＷ あたり ２ 万円（上限 １０ 万円） 

  太陽熱利用設備の補助額（上限額）：強制循環型 ５ 万円、自然循環型 ３ 万円 

  地中熱利用設備の補助額（上限額）：ヒートポンプシステム ３０ 万円、その他 １０ 万円 

  蓄電設備の補助額：蓄電池の蓄電容量 １ｋＷｈ あたり ２ 万円 

表 ２.２.１-１ 住宅用新エネルギー設備導入促進費補助金交付実績 

出典：一関市生活環境課作成資料 



２０ 

また、公共施設への新エネルギー・省エネルギー設備の導入を推進しています。令和 ３

（２０２１）年度時点で太陽光発電設備 ４７９.９ｋＷ、蓄電池 １４９.９ｋＷｈ、木質ペレットボイラー

及びチップボイラー９８１ｋＷ の新エネルギーと、ＬＥＤ灯などの省エネルギー設備を導入してい

ます。 

導入年度 施設名称（設置場所） 出力(ｋＷ) 
蓄電池容量

(ｋＷｈ) 

平成 １７ 年度 花泉中学校 １０.０ ― 

平成 ２２ 年度 

南小学校 １９.５ ― 

涌津小学校 １９.５ ― 

萩荘中学校 １９.５ ― 

平成 ２３ 年度 川崎中学校 ５.０ ― 

平成 ２４ 年度 

大東小学校 １０.０ ― 

曽慶保育園 ５.０ ― 

一関北消防署 １０.０ ― 

平成 ２５ 年度 

千厩中学校 ２０.０ １５.０ 

東山中学校 ２０.１ ― 

花泉図書館 １０.０ ― 

一関図書館 １２０.０ １４.７ 

一関あおば保育園 ５.０ ― 

平成 ２６ 年度 

山目小学校 ２０.０ ― 

磐井中学校 １５.０ ― 

一関北消防署東山分署 ５.０ ― 

一関保健センター ２０.０ ２２.０ 

山目市民センター ５.０ ４.４ 

永井市民センター ５.４ ５.０ 

千厩市民センター ５.０ ４.４ 

猿沢診療所 １０.５ ８.８ 

大東支所 １０.０ １１.０ 

平成 ２７ 年度 

川崎支所 ２０.０ １５.０ 

奥玉ふるさとセンター ５.１ ５.０ 

室根診療所 １０.２ ９.６ 

東山保健センター ５.１ ５.０ 

藤沢市民センター ５.１ ５.０ 

サン・アビリティーズ一関 ５.０ ５.０ 

涌津市民センター ５.０ ５.０ 

大東コミュニティセンター ５.０ ５.０ 

表 ２.２.１-２ 公共施設への太陽光発電設備導入状況（平成 １７ 年度以降） 



２１ 

導入年度 施設名称（設置場所） 出力(ｋＷ) 
蓄電池容量

(ｋＷｈ) 

東山総合体育館 ５.０ ５.０ 

室根ふるさとセンター ５.０ ５.０ 

一関南消防署藤沢分署 ５.０ ― 

平成 ２９ 年度 
千厩小学校 ２０.０ ― 

道の駅むろね ４.９ ― 

令和元年度 東山小学校 １０.０ ― 

出典：一関市「令和 ３ 年度版 環境報告書」 

コラム予定
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導入年度 施設名称（設置場所） 設備内容 

平成 ２５ 年度 花泉図書館 

地下 １００ メートルまでチューブを埋設。管内の液体

を地下水と熱交換し館内の冷暖房に使用。（１０ｋＷ×

８ 基） 

平成 ２６ 年度 一関図書館 
地下 １.５ メートルにチューブを埋設し、熱交換した空

気を館内に送風。 

導入年度 施設名称（設置場所） 出力など 

平成 １７ 年度 興田小学校 木質ペレットボイラー５８１ｋＷ 

平成 ２９ 年度 千厩小学校（Ｈ３０ 年 ４ 月開校） 
チ ッ プ ボ イ ラ ー ２００ｋＷ ＋ 灯 油 ボ イ ラ ー

２３３ｋＷ 

令和元年度 東山小学校 
チ ッ プ ボ イ ラ ー ２００ｋＷ ＋ 灯 油 ボ イ ラ ー

２３３ｋＷ 

令和 ４ 年度 
室根小学校（Ｒ４年８月新校舎利

用開始） 

チ ッ プ ボ イ ラ ー ２００ｋＷ ＋ 灯 油 ボ イ ラ ー

２３３ｋＷ 

（予定） 花泉小学校（Ｒ５年４月開校予定） 
チ ッ プ ボ イ ラ ー ２００ｋＷ ＋ 灯 油 ボ イ ラ ー

２３３ｋＷ 

表 ２.２.１-３ 公共施設への地中熱利用設備導入状況 

出典：一関市「令和 ３ 年度版 環境報告書」 

表 ２.２.１-４ 公共施設への木質バイオマス利用設備導入状況（導入予定含む） 

出典：一関市「令和 ３ 年度版環境報告書」及び一関市生活環境課資料 

千厩小の木質チップボイラー ボイラー燃料の木質チップ
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導入年度 施設名称（設置場所） 出力など 

平成 ２９ 年度 道の駅むろね（Ｈ３０ 年 ４ 月開設） 急速充電器 ５０ｋＷ（１ 台） 

導入年度 設置場所（設置内容） 

平成 ２１ 年度 

市役所本庁舎（外灯：太陽光発電 １６８Ｗ×４ 基） 

大原小学校（外灯：太陽光発電 １２０Ｗ＋風力発電 ３０Ｗ×１ 基）＋外灯 ２ 基 

道の駅かわさき（防犯灯、照明用）０.６ ｋＷ＋風力 １ｋＷ 

平成 ２２ 年度 防犯灯（ＬＥＤ灯交換：５７４ 灯） 

平成 ２３ 年度 

一関市仮設住宅（外灯：ＬＥＤ灯×１０ 基） 

街路灯（ＬＥＤ灯交換：１１ 基） 

一関駅西口北駐車場照明灯（太陽光発電ＬＥＤ灯：２ 基） 

平成 ２４ 年度 

庁舎ほか照明灯（ハイブリッドソーラーＬＥＤ外灯：２０ 基） 

桜の小道整備事業（ソーラー外灯：３ 基） 

防犯灯（ＬＥＤ灯交換：２４０ 灯） 

平成 ２５ 年度 釣山公園駐車場照明灯（ソーラー外灯：４ 基） 

平成 ２６ 年度 

防犯灯（ＬＥＤ灯交換：８０８ 灯） 

市管理公園照明のＬＥＤ化(１５ 基) 

磐井中学校進入路などＬＥＤ防犯灯設置（１５ 基） 

平成 ２７ 年度 防犯灯（ＬＥＤ灯交換：８４４ 灯） 

平成 ２８ 年度 防犯灯（ＬＥＤ灯交換：８７３ 灯） 

平成 ２９ 年度 防犯灯（ＬＥＤ灯交換：９０２ 灯） 

平成 ３０ 年度 防犯灯（ＬＥＤ灯交換：７６９ 灯） 

令和元年度 防犯灯（ＬＥＤ灯交換：７１７ 灯） 

令和 ２ 年度 防犯灯（ＬＥＤ灯交換：５４４ 灯） 

表 ２.２.１-５ 公共施設への電気自動車充電設備導入状況 

出典：一関市「令和 ３ 年度版 環境報告書」 

表 ２.２.１-６ 公共施設などへの外灯など導入状況 

出典：一関市「令和 ３ 年度版 環境報告書」 

道の駅むろね駐車場内の急速充電設備
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導入年度 事業名称 導入場所・内容等 

Ｈ２５年度 

大東支所照明改修工事 潤い活力プラザ：ＬＥＤ灯に交換 

花泉支所照明改修工事 ＬＥＤ灯に交換 

本庁舎議場空気調和設備改修工事 省エネ型設備に交換 

本庁舎高架水槽用揚水ポンプ更新工事 高効率モーターに更新 

千厩支所庁舎外部照明灯更新工事 ＬＥＤ型外灯設置 

千厩支所庁舎受変電設備改修工事 変圧器更新（トップランナー型） 

Ｈ２６年度 

なのはなプラザ照明改修工事 ＬＥＤ灯に交換 

金沢小学校照明改修工事 ＬＥＤ灯に交換 

空気調和設備改修工事 
省エネ型空調設備に更新（西部・花泉

学校給食センター、小梨公民館） 

Ｈ２７年度 
真湯温泉センターコテージ暖房機交換工事 省エネ型設備に交換 

矢ノ目沢公園他照明改修工事 ＬＥＤ灯に交換（９公園） 

Ｈ２８年度 

花泉総合福祉センター受電設備改修工事 変圧器更新（トップランナー型） 

一関市総合体育館自動給水ポンプ交換工事 トップランナーモータを搭載した給

水ユニットに更新 

石と賢治のミュージアム照明設備改修工事 ＬＥＤ灯に一部交換 

Ｈ２９年度 

渋民市民センター移転整備等工事 変圧器更新（トップランナー型） 

一関小学校受変電設備改修工事 変圧器更新（トップランナー型） 

中里小学校受変電設備改修工事 変圧器更新（トップランナー型） 

厳美小学校受変電設備改修工事 変圧器更新（トップランナー型） 

川崎小学校受変電設備改修工事 変圧器更新（トップランナー型） 

一関文化センターエレベーター改修工事 インバータ制御化 

Ｈ３０年度 花泉支所庁舎受変電設備改修工事 変圧器更新（トップランナー型） 

Ｒ元年度 

大東支所庁舎受変電設備改修工事 変圧器更新（トップランナー型） 

大東バレーボール記念館受変電設備改修工事 変圧器更新（トップランナー型） 

東山保健センター受変電設備改修工事 変圧器更新（トップランナー型） 

室根支所受変電設備改修工事 変圧器更新（トップランナー型） 

黄海小学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

新沼小学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

表 ２.２.１-７ 公共施設などへの省エネルギー設備導入状況 
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導入年度 事業名称 導入場所・内容等 

Ｒ元年度 

川崎中学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

滝沢小学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

一関東中学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

弥栄小学校空調設備設置工事 変圧器更新（トップランナー型） 

川崎小学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

金沢小学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

南小学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

一関中学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

萩荘中学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

興田中学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

猿沢小学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

大東小学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

厳美小学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

厳美中学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

中里小学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

赤荻小学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

磐井中学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

一関小学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

舞川中学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

大原中学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

萩荘小学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

花泉小学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

千厩中学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

室根東小学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

室根西小学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

室根中学校空調設備整備工事 変圧器更新（トップランナー型） 

Ｒ３年度 
本庁舎（会議室棟、現業棟、現業棟附属棟

、車庫を含む）照明改修工事 
全灯をＬＥＤ灯に交換 

出典：一関市「令和 ３ 年度版 環境報告書」 
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さらに、本市では地域で発生した資源やエネルギーを地域で活用する好循環のまちづくりに

向けて、環境学習講演会や資源・エネルギー循環型まちづくり先進地見学会などの環境教育を

実施するとともに、令和元（２０１９）年 １１ 月には県内の自治体・企業で初めてオフィス製紙機

を導入し、庁舎内から排出される使用済みの紙を原料として再生紙を作成しており、この再生

紙の活用やオフィス製紙機の見学などにより、市民のリサイクル意識の向上や環境問題につい

て関心を高める取組を行っています。 

コラム予定

オフィス製紙機を見学する中学生 夏休みエコ体験教室の様子 
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2.2.2 市内における民間の取組 

本市における、民間事業者による再生可能エネルギーを活用した地域活性化の先進的な ２

つの取組について紹介します。２ つの取組の共通点は、それぞれの課題をお互いの特徴を活

かすことで、地域全体の活性化につなげていることにあります。今後もこのような取組が本市

内で広がることで、脱炭素社会と持続可能な社会の実現につながっていきます。 

（1）ソーラーシェアリング 

本市内では、ソーラーシェアリングによる太陽光発電所が ２ か所設置されています。ソーラ

ーシェアリングとは、営農を続けながら太陽光発電を行う設備のことを指します。具体的には、

農地の上に太陽光パネルを設置し、農業と太陽光発電の両方を行う仕組みで、立体的に土地

を利用するため、効率的に収益を高めることができるとされています。民間事業者による発電

事業での収益の一部は、営農支援を担う藤沢農業振興公社に支払われており、地域の活性化

につながっています。 

吉高太陽光発電所 鈴ヶ沢太陽光発電所 

所在地 一関市藤沢町藤沢地内 一関市藤沢町大籠地内 

完成/竣工 ２０１８ 年 ６ 月/７ 月 ２０１８ 年 １０ 月/１１ 月 

総面積 ５８,６２５ ㎡ ５８,０９５ ㎡ 

太陽電池モジュール 
９,４６０ 枚（三菱電機(株)製） 

ＰＣＳ は Ｈｕａｗｅｉ 

９,４６０ 枚 

出力 ２.６MＷ ２.６３MＷ 

年間想定発電量 
３,０４４,８６７ｋＷｈ 

※一般家庭の約 ６８７ 世帯分 

３,０３０,９７５ｋＷｈ 

※一般家庭の約 ６８３ 世帯分 

架台 高さ：約 ３.５ｍ、柱間隔：約 ６ｍ 高さ：約 ３.５ｍ、柱間隔：約 ６ｍ 

遮光率 約 ５０％ 約 ５０％ 

栽培作物 小麦・大麦 大麦（大型農機使用） 

発電事業者 合同会社吉高鈴ヶ沢（東京都港区） 合同会社吉高鈴ヶ沢（東京都港区） 

営農 
藤沢農業振興公社 

※営農支援業務委託契約 

藤沢農業振興公社 

※営農支援業務委託契約 

表 ２.２.２-１ ソーラーシェアリングの概要 

出典：リニューアブル・ジャパン(株)「ソーラーシェアへの取組」、ソーラーシェアリング Ｗｅｂ、緑の ｇｏｏ 

太陽光パネルの下で農地を耕作するトラクター
（写真提供：リニューアブル・ジャパン㈱岩手事務所）
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（2）小水力発電 

本市内にある３つの小水力発電所は、照井土地改良区が整備し、地域の農業用水路を活用してい

ます。売電収入の一部を、農業水利施設の維持管理に充て、農業者の負担の軽減を図る取組を行っ

ています。小水力発電は、河川をせき止めずにそのまま利用するため、一般的な水力発電に比べて

環境に配慮された方法です。これまで、農業用水路は十分な発電量が確保できなかったため、発電

に不向きとされていましたが、技術改良により低コストで運用が可能となりました。発電事業の収

益を活用することで、農業用水路の維持管理の負担軽減に貢献し、地域活性化につながっています。 

所在地 
照井発電所（一関市赤荻字

雲南地内） 

荻野発電所（一関市赤荻字

萩野地内） 

八幡沢発電所（一関市厳美

町字八幡沢地内） 

稼働日 ２０１０ 年 ５ 月 １３ 日 ２０１５ 年 ７ 月 ３１ 日 ２０１９ 年 ４ 月 １０ 日 

水車形式 チューブラ水車 らせん水車 

最大有効落差 ６.８８ｍ １.９８ｍ ２.３４ｍ 

使用水量 
最大 １,０８７  /ｓ 

（常時 ０.６４２  /ｓ） 

最大 ０.９９  /ｓ 

（常時 ０.６４２  /ｓ） 

最大 １.３４６  /ｓ 

（常時 ０.６４２  /ｓ） 

発電出力 
最大 ５０ｋＷ 

（常時 ３０ｋＷ） 

最大 １３ｋＷ 

（常時 ８ｋＷ） 

最大 １９.９ｋＷ 

（常時 ９.３ｋＷ） 

年間発生電力量 
２９５,０００ｋＷｈ （ 一 般 家

庭約 ８２ 世帯分に相当） 

８３,６５０ｋＷｈ（一般家庭

２３ 世帯分に相当） 

１１２,７５９ｋＷｈ（一般家庭

約 ３１ 世帯分に相当） 

発電事業者 照井土地改良区 

表 ２.２.２-２ 市内の小水力発電所の概要 

出典：日本公営 (株)「Ｎｅｗｓ rｅｌｅａｓｅ」２０１９.４.２２ 及び「資源・エネルギー好循環のまち いちのせきの取組」
パンフレット並びに照井土地改良区提供資料 

厳美地区に整備された発電所を見学する市民 
出典：「資源・エネルギー好循環のまち いちのせきの取組」パンフレット
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2.３ 温室効果ガス排出量の現状推計と要因分析 

2.３.1 本市における温室効果ガス排出量 

本計画の対象とする温室効果ガスは、「エネルギー起源 ＣＯ２（４ 部門）」と「廃棄物分野（一般

廃棄物）の ＣＯ２」とします。 

本市の ＣＯ２ 排出量は平成 ２４（２０１２）年度以降減少しています。平成 ３１（２０１９）年度は

８０ 万 ｔ-ＣＯ２/年で、平成 ２５（２０１３）年度から ２５％減少、平成 ３０（２０１８）年度から ８％減

少しています。 

平成 ３１（２０１９）年度の ＣＯ２ 排出量の内訳をみると、運輸部門が ３１％と最も多く、産業部

門 ２６％、家庭部門 ２３％、業務部門 １８％、廃棄物分野 ２％です。 
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図 ２.３.１-１ 本市における ＣＯ２ 排出量の推移 
出典：「自治体排出量カルテ」環境省

図 ２.３.１-２ 本市における ＣＯ２ 排出量の内訳（２０１９ 年度） 
出典：「自治体排出量カルテ」環境省
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2.３.2 部門別の温室効果ガス排出量 

（1）産業部門 

産業部門の ＣＯ２ 排出量は、平成 ３１（２０１９）年度で ２１ 万 ｔ-ＣＯ２/年で、平成 ２５ 

（２０１３）年度に比べて ３５％減少しています。業種別にみても、製造業は ３５％減少、建設

業・鉱業は １９％減少、農林水産業は ４３％減少しています。 

産業部門の ＣＯ２ 排出量は、その約 ８ 割を製造業が占めているため、製造業の排出量の増

減が部門全体に大きく影響します。製造業の排出量が減少している要因としては、事業者の省

エネの取組のほか、電力の ＣＯ２ 排出係数の低減などが考えられます。 

【参考】電力事業者の ＣＯ2 排出係数 

電力会社から送られてく

る電力の ＣＯ２ 排出係数は、

年度によって変動します。

２０１１ 年度に発生した東日

本大震災及び福島第一原発

事故後の原子力発電稼働停

止などの影響により、その後

の ＣＯ２ 排出係数が大きくな

っています。 
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図 ２.３.２-１ 本市における産業部門の ＣＯ２ 排出量の推移 
出典：「自治体排出量カルテ」環境省

                 図 ２.３.２-２ 東北電力の ＣＯ２ 排出係数 
                出典：東北電力ホームページ
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（2）業務部門 

業務部門の ＣＯ２ 排出量は、平成 １７（２００５）年度から平成 ２２（２０１０）年度までは横ばい

でしたが、平成 ２３（２０１１）年度に増加し、その後減少しています。平成 ３１（２０１９）年度の

ＣＯ２ 排出量は １４ 万 ｔ-ＣＯ２/年で、平成 ２５（２０１３）年度に比べて ３３％減少しています。 

業務部門では、特に東日本大震災後の平成 ２３（２０１１）年度以降に省エネの取組が進めら

れていますが、全体で使用するエネルギーのうち電力の比率が大きいため、業務部門の ＣＯ２

排出量は電力事業者の ＣＯ２ 排出係数の影響を大きく受けます。 
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図 ２.３.２-３ 本市における業務部門の ＣＯ２ 排出量の推移 

出典：「自治体排出量カルテ」環境省
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（３）家庭部門 

家庭部門の ＣＯ２ 排出量は、平成 ２２（２０１０）年度ころまで減少傾向でしたが、平成 ２３

（２０１１）年度に増加し、その後また減少しています。平成 ３１（２０１９）年度の ＣＯ２ 排出量は

１９ 万 ｔ-ＣＯ２/年で、平成 ２５（２０１３）年度に比べて ２１％減少しています。 

家庭部門も省エネの取組が進められていますが、全体で使用するエネルギーのうち電力の

比率が大きいため、家庭部門の ＣＯ２ 排出量は電力事業者の ＣＯ２ 排出係数の影響を大きく受

けます。 
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図 ２.３.２-４ 本市における家庭部門の ＣＯ２ 排出量の推移 

出典：「自治体排出量カルテ」環境省
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（４）運輸部門 

運輸部門の ＣＯ２ 排出量は、年々減少しています。平成 ３１（２０１９）年度の ＣＯ２ 排出量は

２５ 万 ｔ-ＣＯ２/年で、平成 ２５（２０１３）年度に比べて １１％減少しています。 

運輸部門の ＣＯ２ 排出量の ９７％が旅客及び貨物自動車で、自動車の低燃費化などが進ん

でいることが減少の要因として考えられます。 
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図 ２.３.２-５ 本市における運輸部門の ＣＯ２ 排出量の推移 
出典：「自治体排出量カルテ」環境省



３４ 

（5）廃棄物分野 

廃棄物分野の ＣＯ２ 排出量は、年度によって増減していますが、おおむね横ばいです。平成

３１(２０１９)年度の ＣＯ２排出量は １.５ 万 ｔ-ＣＯ２/年で、平成 ２５(２０１３)年度に比べて ２４％

増加しています。 

ごみの減量化や分別、リサイクルなどの取組が進められていますが、本市の人口が減少して

いる一方で、１ 人あたりの排出量はやや増加傾向にあります。 
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図 ２.３.２-６ 本市における廃棄物分野の ＣＯ２ 排出量の推移 
出典：「自治体排出量カルテ」環境省
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2.４ 温室効果ガス排出量の将来推計 

2.４.1 将来の ＣＯ2 排出量 

本市における将来の ＣＯ２ 排出量は減少傾向と推計され、令和 １２(２０３０)年度と令和

３２(２０５０)年度の ＣＯ２ 排出量は以下のとおりです。 
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令和 ３２（２０５０）年度： ６７ 万 ｔ-ＣＯ２/年 

（平成 ２５（２０１３）年度比△３７％、 平成 ３１（２０１９）年度比△１７％ ）

図 ２.４-１ 本市における将来の ＣＯ２ 排出量の推移（推計結果）
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令和 １２（２０３０）年度の ＣＯ２ 排出量を部門別にみると、いずれの部門も平成 ２５（２０１３）

年度に比べて減少しています。特に業務部門は減少率が最も大きく、４５％減少する結果とな

りました。 

部門別にみると、平成 ３１（２０１９）年度に比べて産業部門と運輸部門の比率が大きくなり、

業務部門の比率が小さくなっています。 

部門・分野 
２０１３ 年度 

【基準】 

２０１９ 年度 

【現状】 

２０３０ 年度 

（２０１３ 年度比）

２０５０ 年度 

（２０１３ 年度比）

産業部門 ３３ ２１ 
２０ 

(△３８％) 

２０ 

(△４０％) 

業務部門 ２１ １４ 
１１ 

(△４５％) 

９ 

(△５５％) 

家庭部門 ２４ １９ 
１７ 

(△２９％) 

１５ 

(△３９％) 

運輸部門 ２８ ２５ 
２３ 

(△１７％) 

２２ 

(△２０％) 

廃棄物分野 １ １ 
１ 

(９％) 

１ 

(△１１％) 

合計 １０７ ８０ 
７３ 

(△３１％) 

６７ 

(△３７％) 

産業部門

28%

業務部門

15%

家庭部門

23%

運輸部門

32%

廃棄物分野

2%

2030年度CO2排出量：73万t-CO2

表 ２.４-１ 本市における将来の ＣＯ２ 排出量の推計結果      (単位：万 ｔ-ＣＯ２)

図 ２.４.-２ 本市における ＣＯ２ 排出量の内訳（２０３０ 年度推計値） 
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2.5 一関市の課題の整理 

本市の街づくりにおける最も基本的な考え方を示した、「一関市総合計画後期基本計画

２０２１-２０２５（令和 ３ 年度-令和 ７ 年度）」では、資源・エネルギー循環型社会の構築に向けた

課題として、６つの項目を挙げています。本計画においては、これらの課題の中から特に重点

的に取り組むべきものを重点課題として３項目を抽出し、５ 章にてその具体的な取組を記載し

ます。 

イラストやコラムなど
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重点課題 1：化石燃料の使用量の削減 

〇 地球温暖化の進行は、異常気象による自然災害の増加など多くの危険性を抱えており、

温暖化の原因となる温室効果ガスの排出量削減のため、省エネ型の生活や産業活動を普

及・推進していく必要があります。 

一関市総合計画後期基本計画より 

図 ２.５-１ は、環境省が作成した本市におけるエネルギーに関する年間収支額です。エネル

ギー収支とは、電力、ガス、石油・石炭製品（ガソリン､軽油など）などのエネルギーの市外への

販売額から市外からの購入額を差し引いた、エネルギー取引に関する収支を示したものです。 

本市においては、産業活動や生活に必要となるエネルギーを市外から多く購入しており、

年間 ２００ 億円から ２５０ 億円ほどのお金が市外へ流出する、いわば赤字の状態となってい

ます。１ つの要因としては、本市が寒冷積雪地域に位置することから、地域的な特性として、暖

房や給湯などの熱利用に消費されるエネルギーが大きくなりやすい傾向にあることが考えら

れます。平成 ３０（２０１８）年と平成 ２２（２０１０）年を比較すると、２０ 億円ほど赤字が増大し

ていることに加え、昨今の原油価格の高騰などにより状況は一層厳しくなってきています。エ

ネルギー代金の流出を抑制することにより、これまで市外に流出していたお金が市内に留まる

ことになり、留まったお金は地域内で流通されるほか新たな産業や事業などに活用することも

考えられます。 

こうしたことから、化石燃料の使用量を削減するために、市民・事業者・市における省エネル

ギー化に向けた取組をさらに推進していきます。 

図 ２.５-１ 本市の地域経済循環分析におけるエネルギー収支の推移 

出典：環境省資料から一関市生活環境課作成
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重点課題 2：地域資源の有効活用

〇 東日本大震災を踏まえ、再生可能エネルギーへの転換が大きな流れとなっており、環境

負荷の少ない再生可能エネルギーの利用を積極的に進め、市民、事業者、行政がそれぞれ

の立場で主体的に取り組むとともに、連携、協力して利用促進を図っていく必要がありま

す。 

〇 温室効果ガスの排出量を削減するためには、化石燃料に頼った中央集権型のエネルギ

ー供給網から脱却する必要があり、また、災害時などに電力供給を確保するためにも、再

生可能エネルギーによる自立分散型の電力供給への転換を図っていく必要があります。 

一関市総合計画後期基本計画より 

図 ２.５-２ は、環境省が作成した本市における平成 ３０（２０１８）年度の総生産額（付加価

値）に占めるエネルギー収支の割合を示しています。本市の総生産額のうちエネルギー代金が

占める割合は約 ６.５％であり、他の同規模自治体（１０ 万人以上３０万人未満）や岩手県平均

と比較して高い水準にあることがわかります。 

一方で、本市は森林資源に恵まれた環境にあり、林業が盛んであることからも、木質バイオ

マスの再生可能エネルギーとしての活用を図ることにより、総生産額に占めるエネルギー収支

の割合を下げることができます。また、地域における再生可能エネルギーの導入は、近年頻発

する自然災害による電力系統の断絶などへの対応策として、地域に自立分散型の電源を持つ

ことにもつながり、地域の ＢＣＰ やレジリエンスの向上にも貢献します。 

こうしたことから、住宅向け新エネルギー設備（主に太陽光発電）の導入促進に向けた支援

を行うとともに、木質バイオマスを中心とした再生可能エネルギーの積極的な利用を推進して

いきます。 

 ★ＢＣＰ：自然災害などの緊急事態に遭遇した場合に被害を最小限にとどめつつ、早期復旧を可能とするため
に平常時に行うべき活動や緊急時の活動継続するための方法や手段を取り決めておく計画のことです。 

★レジリエンス：有事の際に被害を最小限に抑えるための対策や復旧・復興力のことです。

図 ２.５-２ 本市の総生産額（付加価値）に占めるエネルギー収支の割合 

出典：環境省資料から一関市生活環境課作成
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重点課題 ３：リサイクル率の向上

〇 廃棄物の減量、資源のリサイクル、再生可能品の利用などを進め、廃棄物の量を減らし

ていくための取組を計画的かつ総合的に実施することが求められており、その実現に向

け、環境意識の啓発を図り、効率的な資源循環の体制を整えていく必要があります。 

〇 日常生活においても、廃棄物が適切に処理され、資源循環システムの中に組み込まれて

いくことが基本となります。また、廃棄物の不法投棄対策を徹底していく必要があります。 

〇 従来の大量生産や大量消費、大量廃棄を伴う社会経済活動のあり方を見直し、市民、事

業者、行政の協働により循環型社会づくりに取り組んでいく必要があります。 

一関市総合計画後期基本計画より 

図 ２.５-３ は、本市におけるごみの排出量とリサイクル率の推移を示しています。年ごとに

多少の変動はありますが、大きな変化がないのが現状です。一人 １ 日当りの排出量は国平均

（令和 ２（２０２０）年度：９０１ｇ）や岩手県平均（令和 ２（２０２０）年度：９０８ｇ）と比べて少ない

状況にあります。一方、リサイクル率に目を向けると、国平均（令和 ２（２０２０）年度：２０．０％）

や岩手県平均（令和 ２（２０２０）年度：１７.５％）と比べて低い状況となっており、リサイクル率

の向上に向けたさらなる取組が必要です。 

また、一関市総合計画後期基本計画策定に係るアンケート調査結果報告書においても、特

に重要な取組として「使い捨てを減らし、資源ごみをリサイクルする」という項目に高い関心が

あることや、市内にある一般廃棄物処理施設の老朽化や最終処分場の埋立終了時期が近づい

ていることから、廃棄物の減量や資源リサイクル率の向上をより推し進める必要があります。 

こうしたことから、使い捨ての削減による廃棄物の排出量の減少やリサイクル率の向上を

目的とした啓発を行っていきます。 

図 ２.５-３ 本市のごみ排出量及びリサイクル率の推移 

出典：環境省資料から一関市生活環境課作成



４１ 

３ 章 温室効果ガス削減の可能性 

３.1 再生可能エネルギーの賦存量及び利用可能量の整理

３.1.1 再生可能エネルギーの導入ポテンシャル 

日本における再生可能エネルギーとは、「エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源

の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律施行令（平成 ２１ 年 ８ 月施

行）」において、太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、大気中の熱その他自然界に存在する熱、バ

イオマス（動植物に由来する有機物）の ７ 種類とされています。これらの再生可能エネルギーは、

利用するときに ＣＯ２ を排出せず、国内で得ることができるため、エネルギー安全保障にも寄

与できる国産エネルギー源として注目されています。 

一方で、再生可能エネルギーは地域によって利用可能量が異なり、本市に適した再生可能エ

ネルギーの活用に当たっては、どの再生可能エネルギーにどれくらいの利用可能量（以降「導

入ポテンシャル」といいます。）があるかを把握することが大切です。そこで、本市では、令和 ３

（２０２１）年度に環境省の補助事業「再エネの最大限の導入の計画づくり及び地域人材の育成

を通じた持続可能でレジリエントな地域社会実現支援事業」の採択を受け、市内の再生可能エ

ネルギーについて、導入ポテンシャルの調査を行いました。なお、この導入ポテンシャルは、エ

ネルギーの採取・利用に関する種々の制約要因による設置の可否を考慮したエネルギー資源

量であるため、事業採算性が合わない場合なども考えられます。したがって、導入ポテンシャ

ル量すべてが利用できるとは限らないことに注意が必要です。 

コラム

（再生可能エネルギー導入の必要性）
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３.1.2 発電に関する導入ポテンシャル 

発電の導入ポテンシャルについて表 ３.１.２-１ にまとめます。対象とする再生可能エネルギ

ーは、環境省の調査項目である、太陽光（建物系）、太陽光（土地系）、風力（陸上風力）、中小水

力発電（河川部）、中小水力（農業用水路）、地熱に加えて、本市の特性などを踏まえて、木質バ

イオマス及び廃棄物利用も対象としました。 

本市の有する発電に関する再生可能エネルギーすべてを足し合わせた導入可能量は、

４,６２２MＷ となります。これを年間発電電力量に直すと ７,８０８,５１６MＷｈ になります。こ

れは、約 １８０ 万世帯分の年間電力消費量（１ 世帯当たりの年間エネルギー消費量

４,３２２ｋＷｈ として算出しています）に相当します。また、それぞれの再生可能エネルギーの内

訳別でみると、導入ポテンシャルが大きいのは風力発電と太陽光発電（土地系）であることが

わかりますが、風力の導入可能量 １,１５２MＷ は風車 ２３１ 基分（発電量 １ 基あたり ５MＷ 相

当）となるため、設置可能場所や事業採算性を考慮すると現実的ではありません。 

種類 区分 
導入済量

（MＷ） 

導入ポテンシャル 

導入可能量 

（MＷ） 

年間発電電力量 

(MＷｈ/年) 

太陽光 
建物系 

１３７ 
９５３ １,１５４,４０８ 

土地系 ２,４９５ ３,０１２,６５１ 

風力 陸上風力 ０ １,１５２ ３,５０９,１００ 

中小水力 
河川部 

０.０８３ 
２２ １３１,０３４ 

農業用水路 ０.５ ０.００１ 

地熱 
フラッシュ発電 ０ ０ ０ 

バイナリ発電 ０ ０.２ １,３２２ 

合計 １３８ ４,６２２ ７,８０８,５１６ 

表 ３.１.２-１ 一関市の再エネ導入ポテンシャル（発電） 
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３.1.３ 熱に関する導入ポテンシャル 

熱の導入ポテンシャル量を表 ３.１.３-１ にまとめます。対象の再生可能エネルギーは、太陽熱

と地中熱とします。 

本市の有する熱の導入ポテンシャル量は約 ９２３ 万 ＧＪ/年となり、岩手県内では ３ 位（１ 位

は盛岡市、２ 位は奥州市）の量です。 

種類 区分 導入ポテンシャル（ＧＪ/年） 

太陽熱 太陽熱 ７８４,９８０

地中熱 地中熱 ８,４４２,０７８

合計 ９,２２７,０５９

※表中の数値の合計が合いませんが、端数処理の都合によるものです。 

３.1.４ 木質バイオマスの導入ポテンシャル

本市において活用の可能性の高い木質バイオマスの導入ポテンシャルは、発電とそれに伴う

排熱利用の熱電併給とした場合を想定して算出しました。なお、利用する木質バイオマスの対

象は、「一関市バイオマス産業都市構想」における「建設発生木材」「剪定枝・刈り草等」「間伐材・

林地残材等」としました。 

木質バイオマスの導入ポテンシャルは、合計で設備容量 ３.３MＷ、年間発電電力量約 ２ 万

MＷｈ/年、年間熱発生量約 １９ 万 ＧＪ/年となりました。なお、導入ポテンシャルの多くを間伐

材・林地残材等が占めており、利用率が向上するとそのポテンシャル量はより大きくなります。 

賦存量 

(ｔ/年) 
利用率 

導入ポテンシャル 

利用可能量

(ｔ/年) 

設備容量

（MＷ） 

年間発電電力量

(MＷｈ/年) 

年間熱発生量

(ＧＪ/年) 

建設発生 

木材 
１７,７６８ ６５.１％ ６,２０１ ０.７ ４,４３４ ４０,６２９ 

剪定枝・ 

刈り草等 
１,８８８ ０.０％ １,８８８ ０.２ １,３５０ １２,３７０ 

間伐材・ 

林地残材等 
２１,４３５ ０.７％ ２１,２８５ ２.４ １５,２１９ １３９,４５９ 

合計 ４１,０９１ － ２９,３７４ ３.３ ２１,００２ １９２,４５８ 

※表中の数値の計算結果が合わないものがありますが、端数処理の都合によるものです。

表 ３.１.３-１ 一関市の再エネ導入ポテンシャル（熱） 

表 ３.１.４-１ 一関市の木質バイオマスの導入ポテンシャル 
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３.1.5 廃棄物利用の導入ポテンシャル

本市の課題である廃棄物削減に向けた取組の一つとして、廃棄物をエネルギー資源とみな

した場合における廃棄物の導入ポテンシャルは、現在、一関地区広域行政組合において整備を

検討している新たな一般廃棄物処理施設での廃棄物発電とそれに伴う排熱利用の熱電併給を

想定して算出しました。廃棄物の対象は、本来、再エネという観点であればバイオマス由来（紙・

布類、木・竹類、厨芥類）を対象とすることになりますが、今回の試算ではエネルギーの有効活

用及び ＣＯ２ 削減の観点から一般廃棄物の総量をポテンシャルとしました。 

廃棄物のうち、バイオマス由来に係る導入ポテンシャルは、発電出力約 １MＷ、年間発電電力

量約 ６ 千 MＷｈ/年、年間熱回収量約 ９ 万 ＧＪ/年となりました。 

導入ポテンシャル 

発電出力（ｋＷ） 
年間発電電力量

(MＷｈ/年) 
年間熱回収量(ＧＪ/年) 

総量 １,６３３ １０,５３３ １４９,６４４ 

バイオマス由来 ９８０ ６,３２０ ８９,７８６ 

非バイオマス由来 ６５３ ４,２１３ ５９,８５８ 

う ち 、 施 設 内 利 用

（想定） 
６０８ ３,９２２ ９３,５２７ 

表 ３.１.５-１ 一関市の廃棄物利用の導入ポテンシャル 

コラム
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３.2 森林吸収量の推計

本市では、「一関市バイオマス産業都市構想」に基づき、林業振興や雇用創出に結び付くバイ

オマス産業の展開を進め、地域内での森林資源やエネルギーが循環するまちづくりを推進して

いくこととしています。また、令和 ３（２０２１）年 ９ 月には、「地元の森林を活かす一関市林業振

興条例」を制定し、令和 ４（２０２２）年 １０ 月には「林業振興の推進に関する基本指針」を定めま

した。 

豊かな森林資源を維持・活用していくためには、森林の施業管理が必要となりますが、それ

は森林の ＣＯ２ 吸収能力を高めることにもつながります。 

年度 除伐 間伐 人工造林 下刈り 皆伐 主伐 

２０１３ ４４.０ ９６７.９ ５１.４ ２０２.６ ３.９ ８０.４ 

２０１４ ５.３ ４３７.６ ３９.９ １７８.７ ０.０ ２４４.６ 

２０１５ ０.０ ４４.５ ６７.０ １９３.２ １０.６ ２２３.３ 

２０１６ ４.９ ７７５.４ ７５.３ ２２９.２ ５.１ ４４６.４ 

２０１７ １.９ ２３２.０ ７３.３ ８１.３ ０.０ ３４９.９ 

２０１８ ０.０ ２９８.５ ５５.９ １３８.０ ７.６ ３６９.４ 

２０１９ １２.６ １３３.１ ５４.８ １２６.９ ０.０ ２８６.６ 

２０２０ ２０.６ ２１５.２ ７５.７ １３４.３ ５.５ ２３.６ 

２０２１ ０.１ ０.０ ５０.１ １３４.９ ０.０ ２４.９ 

合計 ８９.４ ３１０４.２ ５４３.４ １４１９.２ ３２.７ ２０４９.１ 

※表中の数値の計算結果が合わないものがありますが、端数処理の都合によるものです。 

表 ３.２-１ 本市の森林施業実績面積（私有林、市有林計）            (単位：ｈａ)

出典：一関市農地林務課提供資料 
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 ここでは、本市の森林施業による ＣＯ２ 吸収量を、以下の手法により推計しました。 

 その結果、本市では以下の森林吸収量が見込まれます。 

＜推計手法＞ 

「地方公共団体実行計画（区域施策編） 策定・実施マニュアル（算定手法編）」（令和４年

３ 月 環境省 大臣官房 環境計画課）に示されている手法のうち、「森林吸収源対策を

行った森林の吸収のみを推計する手法」 

＜推計対象＞ 

平成 ２５（２０１３）年度以降に施業などが実施された森林計画対象森林

平成 ２５（２０１３）年度～令和 ３（２０２１）年度の森林施業データを基に、令和 ４

（２０２２）年度以降も毎年同程度の施業が実施されるものと想定 

＜推計式＞ 

純吸収量 = 吸収量 + 排出量 

吸収量 = Σ{ 施業面積 * 年間幹材積成長量 * 容積密度 * バイオマス拡大係数  

    * ( １ + 地下部比率 ) * 炭素含有量 } * (-４４/１２) 

※施業面積…基準年度以降に森林経営活動や植林活動が実施された森林の樹種・ 

         林齢・地位別の面積 

排出量 = Σ{ 主伐面積 * 幹材積量 * 容積密度 * バイオマス拡大係数  

    * ( １ + 地下部比率 ) * 炭素含有量 } * ４４/１２ 

※主伐面積…樹種・林齢・地位別の主伐が実施された森林の面積 

令和 １２（２０３０）年度の森林吸収量 ： １０ 万 ｔ-ＣＯ２

令和 ３２（２０５０）年度の森林吸収量 ： １７ 万 ｔ-ＣＯ２
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４ 章 温室効果ガス排出量の削減目標 

４.1 目指すべき将来像 

本市が令和 ３２（２０５０）年までに実現を目指しているカーボンニュートラルな社会は、温室

効果ガスの排出を実質ゼロにすることで地球温暖化の進行を食いとめるだけでなく、近年頻

発する異常気象が引き起こす災害への対策や、人々がより快適で健康に暮らせる生活環境な

ども同時に提供される社会です。そのようなカーボンニュートラルなまちをつくるため、地域

が持っている人、自然、技術の力を最大限に生かし、それらを地域でつないで大きなチカラと

し、さらに未来へつなげていきます。 

本計画では、本市が目指すべき将来像を次のとおり定めます。 

「地域のチカラを生かしてつくる カーボンニュートラルなまち いちのせき」 
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＜将来イメージ＞ 

市民一人ひとりが環境に配慮した行動を自然に選択しています。 

一関市の豊かな自然環境からクリーンなエネルギーがつくられ、皆で享受しています。 

エネルギーの使用量が少ない建物や住宅で、夏は涼しく、冬は暖かく、健康に暮らして

います。 

公共交通、エコカー、自転車と排ガスを出さない便利な交通手段が増えて、まちの空気

がきれいになり、子どもから高齢者まで安心して移動できます。 

市内の森林は、資源として流通するとともに、災害が起こらないよう健全な管理が維

持されています。 

自然災害などの非常時でも、市内の再生可能エネルギーから必要なエネルギーが供給

されます。 
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４.2 温室効果ガス排出削減目標 

４.2.1 ＣＯ2 排出量削減目標の考え方 

（1）令和 12（20３0）年度の目標 

国は中期目標として「２０３０ 年度において、温室効果ガス排出量を ２０１３ 年度から ４６％

削減することを目指す。さらに ５０％の高みに向け挑戦を続けていく」ことを掲げています。 

国の部門・分野別の削減目標を本市に当てはめると、本市の ＣＯ２ 排出量削減目標は平成

２５（２０１３）年度比△４６％に相当します。 

よって、本市においても、令和 １２(２０３０)年度の ＣＯ２ 排出量の削減目標を国と同等の平

成 ２５（２０１３）年度比△４６％とし、さらに、全部門・分野での達成となる△５１％を目指します。 

（2）令和 ３2（2050）年度の目標 

国は「２０５０ 年カーボンニュートラル」を宣言しています。本市においても、令和 ３ 年

（２０２１ 年）２ 月に「２０５０ 年 ＣＯ２ 排出実質ゼロ宣言」を行いました。 

よって、本市では令和 ３２（２０５０）年度に ＣＯ２ 排出量実質ゼロを目指します。 
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４.2.2 ＣＯ2 排出量削減シナリオの検討

（1）ＣＯ2 排出量削減シナリオの検討 

２.４.１ 将来の ＣＯ２ 排出量で示したとおり、現状のまま追加対策などを行わない場合(本計

画では「なりゆきシナリオ」といいます。)でも ＣＯ２ 排出量は減少する見込みですが、ＣＯ２ 排出

削減目標は達成できません。そこで、本市において ＣＯ２ 排出量削減目標達成に向けたシナリ

オを検討しました。 

図 ４.２.２-１ ＣＯ２ 排出量削減シナリオ 

なりゆき
追加対策や技術革新などは進まず現状のまま推移

した場合のＣＯ２排出量（２.４.１において推計）

国の対策
国の「地球温暖化対策計画」で示されている対策が

本市に波及されるとした場合

市の対策
本市の地域特性やＣＯ２排出量の特徴を踏まえた

独自の対策の実施

ＣＯ2排出削減目標の達成！！

森林吸収
本市の森林を適切に施業管理することによる

森林のＣＯ２吸収量の確保
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（2）国の対策による ＣＯ2 排出削減見込量 

国の対策が本市に波及することで見込まれる令和 １２（２０３０）年度の ＣＯ２ 排出削減見込

量は、１６ 万 ｔ-ＣＯ２ になります。令和 １２（２０３０）年度以降も同じペースで国の対策が実施さ

れるとした場合、令和 ３２（２０５０）年度には ４０ 万 ｔ-ＣＯ２ の削減が見込まれます。 

部門・分野 主な対策の例 
ＣＯ２ 排出削減見込量 

２０３０ 年度 ２０５０ 年度 

産業部門 

高効率な空調、照明、産業用設備の導

入 

高性能な熱源システムの導入 

燃料転換の推進 

ＦＥMＳ を利用した徹底的なエネルギー

管理の実施 など 

３ 万 ｔ-ＣＯ２ ７ 万 ｔ-ＣＯ２

業務部門 

建築物の省エネルギー化（新築、改修） 

高効率な給湯器、照明の導入 

トップランナー制度などによる機器の

省エネルギー性能向上 

ＢＥMＳ の活用、省エネルギー診断など

を通じた徹底的なエネルギー管理の実

施 など 

３ 万 ｔ-ＣＯ２ ８ 万 ｔ-ＣＯ２

家庭部門 

住宅の省エネルギー化（新築、改修） 

高効率な給湯器、照明の導入 

トップランナー制度などによる機器の

省エネルギー性能向上 

ＨＥMＳ・スマートメーター・スマートホー

ムデバイスの導入や省エネルギー情報

提供を通じた徹底的なエネルギー管理

の実施 など 

４ 万 ｔ-ＣＯ２ １０ 万 ｔ-ＣＯ２

運輸部門 

次世代自動車の普及、燃費改善など 

環境に配慮した自動車使用などの促進

による自動車運送事業などのグリーン

化 

公共交通機関、自転車の利用促進 

トラック輸送の効率化 など 

６ 万 ｔ-ＣＯ２ １５ 万 ｔ-ＣＯ２

廃棄物分野 
プラスチック製容器包装の分別収集・リ

サイクルの推進 
２４ｔ-ＣＯ２ ６８ｔ-ＣＯ２

合計 １６ 万 ｔ-ＣＯ２ ４０ 万 ｔ-ＣＯ２

  ★ＦＥMＳ：「Ｆａｃｔｏrｙ Ｅｎｅrｇｙ Mａｎａｇｅｍｅｎｔ Ｓｙｓｔｅｍ」の略称で、工場のエネルギーを管理しながら空 
調や照明、生産機器などの制御ができるシステムのことです。 

  ★ＢＥMＳ：「Ｂｕｉｌdｉｎｇ Ｅｎｅrｇｙ Mａｎａｇｅｍｅｎｔ Ｓｙｓｔｅｍ」の略称で、オフィスビルや商業ビルのエネルギ 
ー管理を行うシステムのことです。 

  ★ＨＥMＳ：「Ｈｏｍｅ Ｅｎｅrｇｙ Mａｎａｇｅｍｅｎｔ Ｓｙｓｔｅｍ」の略称で、家庭のエネルギー管理を行うシステム 
のことです。 

表 ４.２.２-１ 国の対策による本市での ＣＯ２ 排出削減見込量（２０３０ 年度） 
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国の対策が本市において実施された場合（表中③国の対策）では、２０３０ 年度に国の目標

水準（表中①国目標水準）と同等となる ２０１３ 年度比△４６％を部門・分野の合計ベースで達

成する見込みです。一方で、部門・分野別にみると、家庭部門と廃棄物分野は ２０３０ 年度の国

の目標水準を達成できない見込みです。 

家庭部門と廃棄物分野でも国の目標水準を達成できた場合（表中④部門別達成）、２０３０

年度の市全体の ＣＯ２ 削減率は ２０１３ 年度比で△５１％になる見込みです。 

部門・ 

分野 

２０１３

年度 

２０１９

年度 
２０３０ 年度 

基準 現状 
①国目標

水準 

②なり 

  ゆき 

③国の 

  対策 

未達成分

（③-①） 

④部門別

達成 

産業部門 ３３ 
２１ 

(△３５％)

２０ 

(△３８％)

２０ 

(△３８％)

１７ 

(△４７％)
△３ 

１７ 

(△４７％)

業務部門 ２１ 
１４ 

(△３１％)

１０ 

(△５１％)

１１ 

(△４５％)

８ 

(△６０％)
△２ 

８ 

(△６０％)

家庭部門 ２４ 
１９ 

(△２３％)

８ 

(△６６％)

１７ 

(△２９％)

１３ 

(△４５％)
５ 

８ 

(△６６％)

運輸部門 ２８ 
２５ 

(△１１％)

１８ 

(△３５％) 

２３ 

(△１７％)

１７ 

(△３８％)
△１ 

１７ 

(△３８％)

廃棄物 

分野 
１ 

１ 

(+２４％)

１ 

(△１４％)

１ 

(+９％)

１ 

(+９％)
０.３ 

１ 

(△１４％)

合計 １０７ 
８０ 

(△２５％)

５８ 

(△４６％)

７３ 

(△３１％)

５８ 

(△４６％)
△０.２ 

５２ 

(△５１％)
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表 ４.２.２-２ 本市におけるシナリオ ＣＯ２ 排出量         単位：万 ｔ-ＣＯ２、（ ）内は ２０１３ 年度比

※表中の数値の計算結果が合わないものがありますが、端数処理の都合によるものです。

図 ４.２.２ ＣＯ２ 排出量削減シナリオの比較 
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（３）市の対策による ＣＯ2 排出削減見込み量 

令和 １２（２０３０）年度は平成 ２５（２０１３）年度比△５１％のさらなる高みを、令和 ３２

（２０５０）年度は ＣＯ２ 排出量実質ゼロを目指して、市の対策を実施します。 

令和 １２（２０３０）年度のさらなる高い目標達成に向けて、本市では再生可能エネルギーの

導入に加えて、将来高い削減が求められる業務部門及び家庭部門での再生可能エネルギー導

入の取組を特に推進していきます。 

令和 ３２（２０５０）年度は、再生可能エネルギーの導入を増強していきます。 

部門・分野 主な対策の例
ＣＯ２ 排出削減見込量 

２０３０ 年度 ２０５０ 年度 

再生可能 

エネルギー 

太陽光発電、風力発電、中小水力発電、木質

バイオマス発電・熱利用、廃棄物発電・熱利

用、地熱発電の導入 

３.１ 万 ｔ-ＣＯ２ １０ 万 ｔ-ＣＯ２

業務部門 
新築建物の ＺＥＢ 化 

高効率設備の導入 
０.２ 万 ｔ-ＣＯ２ - 

家庭部門 

新築住宅の ＺＥＨ 化 

住宅の断熱化 

高効率設備の導入 

０.５ 万 ｔ-ＣＯ２ - 

運輸部門 

次世代自動車の普及 

自転車利用の推進 

エコドライブ、カーシェアリングの普及 

１.５ 万 ｔ-ＣＯ２ - 

廃棄物分野 ごみの分別、リサイクルの推進 ５ ｔ-ＣＯ２ - 

合計 ５.３ 万 ｔ-ＣＯ２ １０ 万 ｔ-ＣＯ２

表 ４.２.２-３ 市の対策による ＣＯ２ 排出削減見込み量 
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なお、再生可能エネルギーの目標導入量と ＣＯ２ 削減見込み量を下表のとおり設定しています。 

種類 利用方法 

２０３０ 年度 ２０５０ 年度 

設備容量 

（万 ｋＷ） 

ＣＯ２ 削減量

（万 ｔ-ＣＯ２） 

設備容量 

（万 ｋＷ） 

ＣＯ２ 削減量

（万 ｔ-ＣＯ２） 

太陽光 発電 ２.６ １.７ ５.０ ３.０ 

風 力 発電（陸上） ０.０ ０.０ ０.４ ０.６ 

中小水力 発電（河川） ０.０ ０.０ ０.０３ ０.１ 

木 質 

バイオマス 

発電 ０.０２ ０.０６ ０.２ ０.５ 

熱利用 - ０.０４ - ０.６ 

ボイラー熱利用 - ０.２ - ０.２ 

廃棄物 
発電 ０.１ ０.６ ０.１ ０.６ 

熱利用 - ０.５ - １.０ 

地 熱 フラッシュ発電 ０.０ ０.０ ０.８ ２.９ 

合計 ２.７ ３.１ ６.５ ９.５ 

（４）森林の ＣＯ2 吸収量 

本市内の森林施業による森林の ＣＯ２ 吸収量は、令和 １２（２０３０）年度で １０ 万 ｔ-ＣＯ２、令

和 ３２（２０５０）年度で １７ 万 ｔ-ＣＯ２ と見込んでいます。 

表 ４.２.２-４ 市の対策による ＣＯ２ 排出削減見込み量 
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４.2.３ ＣＯ2 排出量削減目標と削減シナリオ 

これまでの検討を踏まえて、２０３０ 年度及び ２０５０ 年度の ＣＯ２ 排出量削減目標と再生可

能エネルギーの導入目標を次のように設定します。 

また、対策の方向性を以下のように設定します。 

２０３０ 年度 ２０５０ 年度 

「なりゆき」の ＣＯ２ 排出量 ７３ 万 ｔ-ＣＯ２ ６７ 万 ｔ-ＣＯ２

目標とする ＣＯ２ 排出量 
(△４６％） ５８ 万 ｔ-ＣＯ２

(△５１％) ５３ 万 ｔ-ＣＯ２

０ 万 ｔ-ＣＯ２

必要な ＣＯ２ 削減量 
(△４６％） １６ 万 ｔ-ＣＯ２

(△５１％) ２１ 万 ｔ-ＣＯ２

６７ 万 ｔ-ＣＯ２

※数値の四捨五入により、表記している数値の合計が合わない箇所があります。 

＜ＣＯ２ 排出削減目標＞ 

令和 １２（２０３０）年度 「平成 ２５（２０１３）年度比△４６％、さらに全部門・分野での達

成となる△５１％の高みを目指す」 

令和 ３２（２０５０）年度 「ＣＯ２ 排出量実質ゼロを目指す」 

＜再生可能エネルギーの導入目標＞ 

令和 １２（２０３０）年度 設備容量 ２.７ 万 ｋＷ (ＣＯ２ 削減量 ３ 万 ｔ-ＣＯ２) 

令和 ３２（２０５０）年度 設備容量 ６.５ 万 ｋＷ (ＣＯ２ 削減量 １０ 万 ｔ-ＣＯ２) 

＜令和 １２（２０３０）年度の目標達成に向けた対策の方向性＞ 

「国の対策」を確実に市内へ波及させるための施策を実施する 

「市の対策」として、再生可能エネルギー導入に関する取組や家庭部門や運輸部門にお

ける省エネなどに関する取組を重点的に実施する 

ＣＯ２ 削減量に「森林による ＣＯ２ 吸収量」を見込まない 

△４６％超に相当する再エネ電力の売電や、森林吸収量のクレジット販売など、地域の

資金を循環させる仕組みをつくり、令和 １２（２０３０）年度以降の環境施策の財源とし

て活用する 

＜令和 ３２（２０５０）年度の目標達成に向けた対策の方向性＞ 

「国の対策」などの令和 １２（２０３０）年度までの基本的な取組を継続する 

「市の対策」として、再生可能エネルギー導入に関する取組をさらに展開する 

「森林による ＣＯ２ 吸収量」を ＣＯ２ 排出削減量として見込む 

表 ４.２.３-１ 目標達成に必要な ＣＯ２ 削減量 
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対策 ２０３０ 年度 ２０５０ 年度 

国の対策 １６ 万 ｔ-ＣＯ２ ４０ 万 ｔ-ＣＯ２

市の対策  ５ 万 ｔ-ＣＯ２ １０ 万 ｔ-ＣＯ２

森林吸収 - １７ 万 ｔ-ＣＯ２

合計 ２１ 万 ｔ-ＣＯ２ ６７ 万 ｔ-ＣＯ２
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図 ４.２.３-１ ＣＯ２ 排出量削減シナリオ 

差し引きゼロ:1７-1７ 
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5 章 目標達成に向けた取組 

5.1 施策の体系

将来像（４．１ 目指すべき将来像）の実現に向けて、令和 １２（２０３０）年度までに取り組む施

策を体系的にまとめました。 

１
再生可能

エネルギー
の導入促進

２
省エネルギー

の推進

３
その他CO2
削減を推進
する取組

1.1 太陽エネル
ギーの導入

1.2 木質バイオ
マスの導入

1.3 その他再エネ
の導入

3.1 地域エネル
ギーの循環

2.2 省エネ行動の
推進

2.1 省エネルギー
の建物・設備
の導入

3.2 森林の整備・
利活用

3.3 交通・輸送の
CO2削減

3.4 ごみの減量化

3.5 環境意識の
啓発

①太陽光発電の設置（建物利用）
②蓄電設備の導入
③太陽光発電の設置（空き地利用）
④太陽光発電の設置（その他）
⑤太陽熱利用設備の導入

①木質バイオマスの活用（未利用材の活用促進）
②薪ストーブの普及、チップボイラの導入

①廃棄物処理施設におけるごみ焼却発電及び熱利用
②地中熱利用設備の導入

①新築建物へのZEB推進
②新築住宅へのZEH推進
③住宅の断熱改修に対する支援
④LED照明器具の導入
⑤省エネ診断の支援

①日常生活における省エネ行動の推進

②公共交通や自転車の利用、エコカーの導入、エコドライブ
などの推進

①地域新電力の設立によるエネルギーの地産地消
②再生可能エネルギーの余剰分の市外への販売

①市内産木材の利用促進
②木質バイオマスのサプライチェーン構築
③森林の適切な管理と活用による森林吸収源の確保・維持

①生ごみ減量機器の導入
②食品ロス対策の普及啓発
③プラスチックごみの一括回収、脱プラスチックの取組
④有価物集団回収を実施した団体に対する報償金交付
⑤古着・小型家電の回収
⑥家庭ごみの有料化
⑦マイバッグ利用の促進

①EV導入支援、車載型蓄電池としての利用促進
②次世代自動車充電インフラの整備
③一関オンデマンド交通実証運行の支援
④交通分野と連携した脱炭素型観光
⑤市営バス、公用車等のEV化

①環境学習講演会の開催、資源・エネルギー循環型まち
づくり先進地見学会の実施

②環境学習施設の整備
③環境教育活動の実施

図 ５.１-１ ２０３０ 年度までの施策体系 
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5.2 具体的な取組 

５.１ で体系的にまとめた施策について、具体的な取組を示します。ここでは、行政・関係機関、

事業者、学校・地域、市民・民間団体のそれぞれが主体として取り組む内容を示します。 

5.2.1 再生可能エネルギーの導入促進 

5.2.1.1 太陽エネルギーの導入 

太陽光発電設備の設置について、市内の太陽光発電設備の導入のポテンシャルは、３４４.８

万キロワットであり、その ＣＯ２ 削減効果は、２１７.１ 万ｔ-ＣＯ２ と、大きな可能性を持っていま

す。今後、市内の太陽光発電設備の導入をさらに強力に促進します。 

（1）太陽光発電設備の設置（建物利用） 

再生可能エネルギーの中で最も導入しやすい太陽光発電設備の設置を進めていきます。建

物の屋根や屋上を利用することで、自然に影響を及ぼすことなく、市街地で導入することがで

きます。 

具体的な取組 

取組主体 

行政・関

係機関等 
事業者 

学校 

・地域 

市民・ 

民間団体 

太陽光発電設備の設置（建物利用） ● ● ● ● 

各主体の取組 

行政・関係機関等 

 一関市役所庁舎をはじめとした、市内の公共施設への太陽光発電設

備について ＰＰＡ などにより設置を進めます。また、個人や中小企業に

対して補助金を交付し、太陽光発電設備の設置を積極的に支援します。 

事業者 
 補助金を活用して、自社ビルや工場などの建物の屋根などに太陽光

発電設備を設置し、自社で使用する電気を賄えるようにしていきます。 

学校・地域 

学校の建物の屋根を利用し太陽光発電設備を設置し、学校で使用する

電気を賄えるとともに、災害時の避難場所として活用する際にも電気

を使えるようにします。 

市民・民間団体 
 補助金を活用して、自宅の屋根などに太陽光発電設備を設置し、自宅

などで使用する電気を賄えるようにしていきます。 

★ＰＰＡ：「Ｐｏｗｅr Ｐｕrｃｈａｓｅ Ａｇrｅｅｍｅｎｔ（電力販売契約）」の略称で、施設所有者が提供する敷地や屋根な
どのスペースに、太陽光発電設備の所有・管理を行う会社が無償で太陽光発電設備を設置し、その設備で発
電された電力をその施設使用者へ有償提供する仕組みのことです。 
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（2）蓄電設備の導入 

蓄電設備は、太陽光発電設備と合わせて使用することで、電気料金の節約や災害など非常

時対策といったメリットがあります。本市では、再生可能エネルギーの固定価格買取期間終了

（いわゆる卒 ＦＩＴ）に対応してエネルギーの自給自足を推進するため、令和 ３（２０２１）年度か

ら蓄電設備の導入に補助金を交付しており、引き続き実施していきます。 

具体的な取組 

取組主体 

行政・関

係機関等 
事業者 

学校 

・地域 

市民・ 

民間団体 

蓄電設備の導入 ● ● ● ● 

各主体の取組 

行政・関係機関等 

 市内の公共施設への太陽光発電設備の設置に合わせて、蓄電設備

の設置を進めます。また、個人や事業者に対して補助金を交付し、蓄

電設備の設置を積極的に支援します。 

事業者 

 補助金を活用して、自社ビルや工場などへの太陽光発電設備の設

置に合わせて蓄電設備を導入し、発電電力の自家消費率を高めると

ともに、災害時のエネルギー対策として活用できるようにします。 

学校・地域 
 学校などへの太陽光発電設備の設置に合わせて蓄電設備を導入

し、災害時に避難場所の電気として活用できるようにします。 

市民・民間団体 

 補助金を活用して、自宅などへの太陽光発電設備の設置に合わせ

て蓄電設備を導入し、電気代の節約や非常用電源として賢く電気を

使用していきます。 

＜蓄電設備導入のメリットの例＞ 

太陽光発電の余った電力を蓄電し、使用電力が多い時間帯に自家消費することで、発

電した電力を有効に活用できる（電気代の削減） 

電力事業者から購入する電力量が平準化されるため、契約電力を下げることができる

（電気代の削減） 

停電時でも、蓄電された電力を使用することができる 
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（３）太陽光発電設備の設置（空き地利用） 

市内の未利用地や遊休地などを利用して大規模太陽光発電設備の設置を進め、電力を地産

地消できるようにします。工場跡地などの土地を利活用し、事業者が使用する電力だけでなく、

発電事業に取り組めるようにします。 

具体的な取組 

取組主体 

行政・関

係機関等 
事業者 

学校 

・地域 

市民・ 

民間団体 

太陽光発電設備の設置（空き地利用） ● ● ― ― 

各主体の取組 

行政・関係機関等 

 市所有の廃校跡地や遊休地への太陽光発電設備の設置の検討を進

め、市内の電力の自給自足を目指します。また、太陽光発電事業を検討

する事業者への市有地の貸付などを実施します。 

事業者 

工場跡地や事業者所有の遊休地に大規模な太陽光発電設備を設置

し、自社で使用する電力を賄えるようにします。また、新たな事業として

発電事業などに取り組みます。 
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（４）太陽光発電設備の設置（その他：ソーラーカーポート・ソーラーシェアリング・商店街への共同

設置） 

市内の駐車場や農地などで立体的に土地を活用し、市民の身近で再生可能エネルギーを創

出します。 

具体的な取組 

取組主体 

行政・関

係機関等 
事業者 

学校 

・地域 

市民・ 

民間団体 

太陽光発電設備の設置（その他：ソーラーカーポー

ト・ソーラーシェアリング・商店街への共同設置） 
● ● ― ● 

各主体の取組 

行政・関係機関等 市庁舎などに併設の駐車場へソーラーカーポートの設置を進めます。 

事業者 営農施設などにソーラーシェアリングの設置を進めます。 

市民・民間団体 
商店街の駐車場などに、共同出資して太陽光発電設備を設置し、商店

街の電力を賄えるようにします。 

（5）太陽熱利用設備の導入 

 太陽の熱を使って、温水や温風を作り、給湯や冷暖房に利用する太陽熱利用設備の導入を推

進します。本市では、エネルギーの地産地消推進のため、平成 ２９ 年度（２０１７ 年度）から太陽

熱利用設備の導入に補助金を交付しており、引き続き実施していきます。 

（取組主体：行政・関係機関等、事業者、市民・市民団体） 

補助金の活用 

本市では、新エネルギー等設備導入の普及促進及び環境に関する意識の高揚を図ると

ともに、脱炭素社会を構築するため、市内に太陽光発電設備・太陽熱利用設備・地中熱利

用設備・蓄電設備を設置する方に、設置費用の一部を補助します。詳細は以下をご確認く

ださい。 

令和 4 年度 一関市住宅用新エネルギー設備導入促進費補助金のご案内

https://www.city.ichinoseki.iwate.jp/index.cfm/8,123525,54,html 



６２ 

5.2.1.2 木質バイオマスの導入 

（1）木質バイオマスの活用（未利用材の活用促進） 

本市では、一関市バイオマス産業都市構想に基づく、「市民による地域に根差した木質バイオ

マスの利用」の促進を図るとともに、市内の森林資源をエネルギーとして活用する資源・エネル

ギー循環型まちづくりの推進を図ります。また、市民による、木質資源とエネルギーが地域内

で循環する仕組みづくりと、木質燃料などの新たな供給体制及び需要の創出による、循環型

社会の構築と啓発を図ります。 

具体的な取組 

取組主体 

行政・関

係機関等 
事業者 

学校 

・地域 

市民・ 

民間団体 

木質バイオマスの活用（未利用材の活用促進） ● ● ● ― 

各主体の取組 

行政・関係機関等 

森林・山村多面的機能発揮対策交付金により、地域住民や森林所有

者などが協力して行う里山林の保全管理や森林資源を利活用するため

の取組を推進します。 

事業者 

間伐材・未利用材を集材し、木質資源の地域循環に取り組みます。 

木質チップボイラーの利用普及に向けて、安定したチップ供給を目指し

ます。 

学校・地域 間伐材・未利用材を集材し、木質資源の地域循環に取り組みます。 

森林・山村多面的機能発揮対策交付金 

ｈｔｔｐｓ://ｗｗｗ.ｃｉｔｙ.ｉｃｈｉｎｏｓｅｋｉ.ｉｗａｔｅ.ｊｐ/ｉｎdｅｘ.ｃｆｍ/２９,１４０５６６,２４３,７８７,ｈｔｍｌ 
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コラム 

〇 「森林資源を活用する一関市民の会」の紹介 

   「森林資源を活用する一関市民の会」とは 一関市バイオマ                    

ス産業都市構想の「市民による地域に根ざした木質バイオマ

スの利用」を推進するため、市民の有志で間伐材・未利用材を

集材し、チップ工場への搬入や薪づくりとその販売により木

質資源の地域循環に取組む市民団体です。  

主に １１ 月から ３ 月までの農閑期に活動しています。  

詳しくは、森林資源を活用する一関市民の会までお問い合わせくだ                

さい。 

（電話：０７０-４３４５-２２４４） 

ｈｔｔｐｓ://ｓｉｎｎrｉｎ.ｗｅｂ.ｆｃ２.ｃｏｍ/ｉｎdｅｘ.ｈｔｍｌ 

〇 未利用材（未利用間伐材）とは  

 ※写真はイメージです。 

間伐や主伐により伐採された木材のうち、未利用のまま林地に残置されている間伐材や

枝条などが日本全国で年間約 ２,０００ 万立方メートル発生しています。 

今後これらを利用していくためには、施業の集約化や路網の整備などにより安定的かつ

効率的な供給体制を構築するとともに、新たな需要の開拓などを一体的

に図っていく必要があります。製材工場などの残材や建設発生木材は、

ほとんどが利用されているため、更なる木質バイオマスの利用拡大には、

未利用間伐材などの活用が重要な課題です。 

林野庁 ＨＰ より 

ｈｔｔｐｓ://ｗｗｗ.rｉｎｙａ.ｍａｆｆ.ｇｏ.ｊｐ/ｊ/rｉｙｏｕ/ｂｉｏｍａｓｓ/ｃｏｎ_１.ｈｔｍｌ 
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（2）薪ストーブの普及、小中学校へのチップボイラーの導入 

住宅や事業所への薪ストーブの導入を進めます。チップボイラーは、現在、市内の ３ つの小

学校に導入していますが、今後も小中学校への木質チップボイラーの導入を進め、市産材・県

産材の利用を推進します。 

具体的な取組 

取組主体 

行政・関

係機関等 
事業者 

学校 

・地域 

市民・ 

民間団体 

薪ストーブの普及、小中学校へのチップボイラーの

導入 
● ● ● ● 

各主体の取組 

行政・関係機関等 

個人や事業者に対して、薪ストーブの設置補助により、地元の木材を

燃料として活用することで、地域の木質資源の循環活用を促進します。 

※１ 

事業者 
病院や介護施設など、熱源の利用が年間を通して見込まれる施設

で、現在のボイラーからチップボイラーへの切替を検討します。 

学校・地域 

小中学校の改修等にあわせて導入を進めます。 

花泉小学校（令和 ５(２０２３)年度開校予定）にチップボイラーを導入

します。また、チップボイラーを活用し、エネルギーの地産地消について

学びます。 

市民・民間団体 補助金を活用して、住宅などに薪ストーブを設置します。 

※１：薪ストーブ設置補助金 

本市では、一関市バイオマス産業都市構想に基づく、「市民による地域に根差した木質バイオ

マスの利用」の促進と、市内の森林資源をエネルギーとして活用する資源・エネルギー循環型ま

ちづくりの推進を図るため、薪ストーブの設置に係る費用の一部を補助します。 

ｈｔｔｐｓ://ｗｗｗ.ｃｉｔｙ.ｉｃｈｉｎｏｓｅｋｉ.ｉｗａｔｅ.ｊｐ/ｉｎdｅｘ.ｃｆｍ/２９,１４５１７１,２４３,７８７,ｈｔｍｌ
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5.2.1.３ その他再生可能エネルギーの導入 

（1）廃棄物処理施設から発生するエネルギーの利用 

一関地区広域行政組合において整備を検討している新たな一般廃棄物処理施設から発生

するエネルギー（発電電力、余熱）を、場内・場外で有効活用することにより資源・エネルギー循

環型まちづくりや ＣＯ２ の排出削減につなげます。 

具体的な取組 

取組主体 

行政・関

係機関等 
事業者 

学校 

・地域 

市民・ 

民間団体 

廃棄物処理施設におけるごみ焼却発電及び熱利用 ● ― ― ― 

各主体の取組 

行政・関係機関等 

廃棄物処理施設は、エネルギー回収型廃棄物処理施設とし、ごみ焼却

で発生した熱エネルギーを蒸気として排熱ボイラーで回収し、蒸気ター

ビンで発電を行い、さらに、余熱利用出来るようにします。発電電力と

余熱を、場内・場外等で活用して、新たな産業振興につながる施設整備

を検討します。 

（2）地中熱利用設備の導入 

地中の温度は大気の温度に比べて年間を通じて温度の変化が小さく、夏場は外気温より低

く、冬場は外気温より高いことから、この温度差を利用して冷暖房等を行います。本市では、エ

ネルギーの地産地消推進のため、平成 ２９（２０１７）年度から地中熱利用設備の導入に補助金

を交付しており、引き続き実施していきます。 
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5.2.2 省エネルギーの推進 

5.2.2.1 省エネルギーの建物・設備の導入 

（1）建物への ＺＥＢ 推進 

本市では、建物への再生可能エネルギーの導入と省エネの施策を推進し、公共施設などの

ＺＥＢ 化を目指します。 

（2）住宅への ＺＥＨ 推進 

住宅用新エネルギー設備導入の支援や省エネ設備の導入を進め、本市内の新築住宅のＺＥＨ

化を目指します。 

〇 ＺＥＢ とは 

ＺＥＢ（Ｎｅｔ Ｚｅrｏ Ｅｎｅrｇｙ Ｂｕｉｌdｉｎｇ）は、快適な室内環境を実現しながら、建物で消費

する年間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物。 

【環境省】新築建築物の ＺＥＢ 化支援事業 

ｈｔｔｐｓ://ｗｗｗ.ｅｎｖ.ｇｏ.ｊｐ/ｅａrｔｈ/ｚｅｂ/ｈｏｊｏ/ｐdｆ/２０２２０７_１.ｐdｆ

〇 ＺＥＨ とは 

ＺＥＨ（Ｎｅｔ Ｚｅrｏ Ｅｎｅrｇｙ Ｈｏｕｓｅ）は、住宅の断熱性能や省エネ性能を向上したうえで、

再生可能エネルギーを導入することにより、年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロにす

ることを目指した住宅。 

【環境省戸建 ＺＥＨ】令和 ４ 年度 戸建住宅 ＺＥＨ 化等支援事業

ｈｔｔｐｓ://ｓｉｉ.ｏr.ｊｐ/ｍｏｅ_ｚｅｈ０４/ｓｕｐｐｏrｔ/ｐｕｂｌｉｃ.ｈｔｍｌ 
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（３）住宅の機能向上等に対する支援 

住宅の断熱性能を上げることで、冷暖房に使用するエネルギーを削減することができます。

また住宅内の寒暖差を少なくすることができ、ヒートショックなどの発生率が下がると言われ

ています。本市では、個人住宅の機能向上等に補助金を交付しており、継続していきます。 

令和 ４ 年度住宅環境改善リフォーム補助金 

ｈｔｔｐｓ://ｗｗｗ.ｃｉｔｙ.ｉｃｈｉｎｏｓｅｋｉ.ｉｗａｔｅ.ｊｐ/ｉｎdｅｘ.ｃｆｍ/８,１４５１８９,１８２,ｈｔｍｌ

（４）ＬＥＤ 照明器具の導入 

白熱灯や通常の蛍光灯よりも省エネで、長寿命である ＬＥＤ 照明について、本市では、自会

等が管理する防犯灯のＬＥＤ化に対して補助金を交付しており、岩手県では、ＬＥＤ 防犯灯の設

置や ＬＥＤ 照明を導入する中小事業者に対して補助金を交付しています。 

（5）省エネ診断の支援 

省エネをしたいけれど、何をしたらよいのか、どのくらい費用がかかるのかわからず、省エネ

を実施できない中小事業や個人に対し、県が実施している省エネ診断や省エネ設備の導入補

助金を紹介し、市内の省エネを推進します。 

令和 ４ 年度事業者向け省エネルギー対策推進事業について 

ｈｔｔｐｓ://ｗｗｗ.ｐrｅｆ.ｉｗａｔｅ.ｊｐ/ｋｕrａｓｈｉｋａｎｋｙｏｕ/ｋａｎｋｙｏｕ/ｓｅｉｓａｋｕ/ｏｎdａｎｋａ/１０

４０９２２.ｈｔｍｌ
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5.2.2.2 省エネ行動の推進 

（1）日常生活における省エネ行動の推進 

ＣＯ２ 排出量の削減や災害など非常時のエネルギー源として、太陽光発電設備などの再生可

能エネルギーを導入することは非常に有効な手段ですが、日常で使用するエネルギーを少なく

することでその効果が高まります。本市では、各主体が日常生活で省エネ行動を取れるように

普及啓発を行います。 

具体的な取組 

取組主体 

行政・関

係機関等 
事業者 

学校 

・地域 

市民・ 

民間団体 

日常生活における省エネ行動の推進 ● ● ● ● 

各主体の取組 

行政・関係機関等 

 「一関市役所地球温暖化対策実行計画」により、市内公共施設や業

務で使用するエネルギーの削減に努めます。また、市民や事業者な

どへ省エネ行動を呼びかけます。 

事業者 

 従業員に省エネ行動を呼びかけ、自社で使用する照明や空調、ＯＡ

機器、その他設備のエネルギー使用量の削減に努めます。毎月のエ

ネルギー使用量をチェックして、使用方法を改善するエネルギーマネ

ジメントも検討します。 

学校・地域 
 学校での省エネ行動について、教職員や生徒・児童の皆で話し合

い、実践します。 

市民・民間団体 

 家庭での省エネ行動を家族で話し合い、実践します。また、家電製

品の買い替えの時には、できるだけ省エネ性能が高い製品を選択し

ます。 

〇 家庭での省エネ行動の例 

● こまめなエアコンのフィルター掃除       ● テレビの画面の明るさや音量を適切に 

出典：「省エネ性能カタログ 家庭用 ２０２２ 年版」経済産業省資源エネルギー庁 
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（2）公共交通や自転車の利用、エコカーの導入、エコドライブなどの推進 

外出時の移動手段として、近距離の場合は自転車や徒歩、長距離で公共交通機関がある場

合は公共交通機関を選択する、自動車を使用する場合もエコカーを使用したり、エコドライブ

（エネルギー使用量を抑える安全な運転）を心がけるなど、できるだけエネルギー使用量が少

なく、ＣＯ２ の排出が少ない移動手段を選択することを推進します。 

5.2.３ その他 ＣＯ2 削減を推進する取組 

5.2.３.1 地域エネルギーの循環 

（1）地域新電力会社の設立によるエネルギーの地産地消 

地域新電力会社の設立によるエネルギーの地産地消を目指します。市内に地域新電力会社

を設立することで、エネルギーのみならず、お金も地域内で循環できるよう取り組みます。その

ために再生可能エネルギーの導入などを進め、電源の確保に努めます。

（2）再生可能エネルギーの余剰分の市外への販売 

 市内での再生可能エネルギーによる地産地消を達成し、余剰分を市外に販売することで、本

市経済への寄与を目指します。 

〇 地域新電力とは 

地方自治体の戦略的な参画・関与の下で小売電気事業を営み、得られる収益などを活用

して地域の課題解決に取り組む事業者を「地域新電力」と言います。 

地域新電力事例集（Ver1.0） (env.go.jp) 

ｈｔｔｐ://ｃｈｉｉｋｉｊｕｎｋａｎ.ｅｎｖ.ｇｏ.ｊｐ/ｐdｆ/ｓｈｉrｕ/ｓｈｉｎdｅｎrｙｏｋｕ.ｐdｆ
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5.2.３.2 森林の整備・利活用 

（1）市内産木材の利用促進 

本市の面積の ６ 割が森林となっており、戦後の拡大造林以来、多くの造林が行われ、現在は

多くの森林が適齢伐期を迎えています。しかしながら、これまで大切に育てられてきた森林は、

バイオマス発電の燃料として低額で取引されており、本来の高価値の建築材としての活用が望

まれています。市産材を地元で使って得られる収益で、適切な森林整備や計画的な森林資源

の利用を促し、市の林業の活性化につなげます。 

具体的な取組 

取組主体 

行政・関

係機関等 
事業者 

学校 

・地域 

市民・ 

民間団体 

市内産木材の利用促進 ● ● ● ● 

各主体の取組 

行政・関係機関等 

市産材の需要の創出のため、施工業者が行う市産材を利用した新

築、増改築工事に対し補助をします。※１ 

地域住民や森林所有者などが協力して行う里山林の保全管理や森

林資源を利活用するための取組を推進します。※２ 

事業者 

市産材を利用して木造住宅などの新築又は増改築を市民に提案す

るよう努めます。 

事業所に市産材を利用するよう努めます。 

学校・地域 学校や地域で市産材に触れ、学習機会を創出できるよう努めます。 

市民・民間団体 
 住宅などの新築時や増改築時に市産材を指定し、利用するよう努め

ます。 

※１：一関市木材利用促進事業費補助金 

ｈｔｔｐｓ://ｗｗｗ.ｃｉｔｙ.ｉｃｈｉｎｏｓｅｋｉ.ｉｗａｔｅ.ｊｐ/ｉｎdｅｘ.ｃｆｍ/２９,０,２４３,７８６,ｈｔｍｌ 

※２ 森林・山村多面的機能発揮対策交付金 

ｈｔｔｐｓ://ｗｗｗ.ｃｉｔｙ.ｉｃｈｉｎｏｓｅｋｉ.ｉｗａｔｅ.ｊｐ/ｉｎdｅｘ.ｃｆｍ/２９,１４０５６６,２４３,７８７,ｈｔｍｌ
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いわて木づかい住宅普及促進事業（令和 ４ 年度）について 

ｈｔｔｐｓ://ｗｗｗ.ｐrｅｆ.ｉｗａｔｅ.ｊｐ/ｓａｎｇｙｏｕｋｏｙｏｕ/rｉｎｇｙｏｕ/ｍｏｋｕｚａｉ/１０４２０６９/ｉｎd

ｅｘ.ｈｔｍｌ
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（2）木質バイオマスのサプライチェーン構築（チップ製造・販売事業体の設立など） 

化石燃料に代わり、環境負荷の少ない木質チップを燃料とする設備の導入の取組が各地で

行われています。本市の豊かな森林資源の中でも、山林内に残置されている未利用材の活用

が望まれています。また、地域林業は、従来型の取組からの脱却のため、新たなビジネスモデ

ルが必要となっています。 

現状では、地域で生産された木質チップは、多くが市外で活用されていますが、地域内で活

用することによる地域内経済循環が求められています。 

具体的な取組 

取組主体 

行政・関

係機関等 
事業者 

学校 

・地域 

市民・ 

民間団体 

木質バイオマスのサプライチェーン構築（チップ製

造・販売事業体の設立など） 
● ● ― ― 

各主体の取組 

行政・関係機関等 

木質チップを燃料とする ＣＨＰ（熱電併給設備）から発生する熱と電

気を、事業エリア内の公共施設や病院などで活用する取組を官民連携

で展開することを検討します。 

事業者 
安定して市内産燃料用チップを提供するための未利用材（保育間伐 

で伐採した木材）の供給とチップ加工ができる仕組みを構築します。 

（３）森林の適切な管理と活用による森林吸収源の確保・維持（オフセット・クレジットの収入を循環） 

Ｊ-クレジット制度を活用し、本市の面積の ６ 割を占める森林をさらに積極的に管理・維持で

きる財源を確保できるよう、検討を進めます。 

★Ｊ-クレジット制度：省エネルギー機器の導入や森林経営などの取組による、温室効果ガスの排出削減量や吸

収量を「クレジット」として国が認証する制度のことです。

★オフセット・クレジット：自らの経済活動などにおいてどうしても削減できない温室効果ガスの排出分を相殺

（オフセット）するために取引する「クレジット」のことです。  
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5.2.３.３ 交通・輸送の ＣＯ2 削減 

（1）ＥＶ 導入支援、車載型蓄電池としての利用促進 

市民や事業者の ＥＶ 導入を支援し、ＣＯ２ 排出の抑制を目指します。 

また、車載型蓄電池としての機能を活かして、災害時にも市内の避難場所などの必要な場

所で活用できるようにします。 

具体的な取組 

取組主体 

行政・関

係機関等 
事業者 

学校 

・地域 

市民・ 

民間団体 

ＥＶ 導入支援、車載型蓄電池としての利用促進 ● ● ― ● 

各主体の取組 

行政・関係機関等 
ＥＶ の導入や ＥＶ を車載型蓄電池として利用する際の補助金を創設

します。 

事業者 
補助金を活用して、太陽光発電設備と接続して充電できる設備の導

入や社用車などへの ＥＶ の導入を検討します。 

市民・民間団体 
補助金を活用して、新車購入や買い替えの際に ＥＶ の導入を検討し

ます。 

★ＥＶ：Ｅｌｅｃｔrｉｃ Ｖｅｈｃｌｅ（電気自動車）の略称で、バッテリー（蓄電池）に蓄えた電気でモーターを回転させて

走る自動車のことです。 
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（2）次世代自動車充電インフラの整備 

ＥＶ は、使用時に ＣＯ２を排出しないだけでなく、車載されている蓄電池を使用して太陽光発

電設備で発電した電力を蓄電するだけでなく、非常時には蓄電池から住宅へ電力を供給する

ことができます。本市では、次世代自動車の普及を促進するため、公共施設への ＥＶ 用急速充

電設備の設置を進めます。 

具体的な取組 

取組主体 

行政・関

係機関等 
事業者 

学校 

・地域 

市民・ 

民間団体 

次世代自動車充電インフラの整備 ● ● － ― 

各主体の取組 

行政・関係機関等  公共施設に ＥＶ 用急速充電設備を設置します。 

事業者  行政と連携して ＥＶ 用急速充電設備を設置します。 
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（３）一関オンデマンド交通実証運行の支援 

本市では、通学、通院、外出などの日常生活に必要な交通手段を確保するため、令和 ４

（２０２２）年度からデマンド型乗合タクシーの運行を支援しています。デマンド型乗合タクシー

は、利用者からの事前予約を受けて運行する乗合型のタクシーです。 

（４）交通分野と連携した脱炭素型観光 

市内には厳美渓、猊鼻渓、須川（栗駒山）、室根山などの観光スポットが多くあり、また、世界

文化遺産「平泉」などへの観光拠点にもなっています。新幹線などで本市に来訪した観光客の

利便性を高めながら、ＣＯ２ 削減も推進できるよう、交通分野と連携した脱炭素型観光を目指

します。具体的には、タクシーやバスへの ＥＶ 導入、ＥＶ カーシェアやレンタサイクルなどの活用

を検討します。 

（5）市営バス、公用車などの ＥＶ 化 

交通分野の脱炭素化を進めるにあたり、市営バスや公用車の ＥＶ 化を進めます。また、ＥＶ

導入の効果を分析し周知することで、市民や事業者が ＥＶ 導入を検討するきっかけをつくりま

す。 
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5.2.３.４ ごみの減量化 

ごみの排出を抑制し、リユースやリサイクルなどを行うことで、ごみの収集運搬や焼却など

に使用するエネルギーの削減につながります。 

廃棄物の減量には、不用物を発生させない（発生抑制・Ｒｅdｕｃｅ・リデュース）、不用物を捨

てない・長く使う（再使用・Ｒｅｕｓｅ・リユース）、不用物を廃棄物とせず資源化する（再生利用・

Ｒｅｃｙｃｌｅ・リサイクル）の ３Ｒ（スリーアール）の推進が必要です。

本市では、３Ｒの推進による廃棄物の減量化・資源化を図るため、公衆衛生組合連合会など

関係団体と連携しながら、廃棄物排出までの各段階に応じた各種の施策に取り組みます。また、

施策の推進には市民、事業者の理解と協力が不可欠であることから、市広報紙や市ホームペー

ジ、コミュニティＦＭ、ケーブルテレビなどの多様な媒体を活用した広報に努めるとともに、市

民向けの学習会や各種イベントなどの機会を通じて、廃棄物の減量化・資源化に対する意識の

さらなる向上に努めます。

（1）生ごみ減量機器の導入 

本市では、家庭から排出される生ごみの減量化・資源化を図るため、生ごみ処理機器や処理

容器を購入した方を対象に補助金を交付しています。 

また、生ごみを排出する際に水分をよく切るだけでも減量化になり、焼却処理に使用するエ

ネルギーの削減にもつながります。 

（2）食品ロス対策の普及啓発 

食品ロスを減らすための取組を行う事業者を「残さず食べよう！３０・１０ 運動協力店」とし

て登録しています。また、冷蔵庫クリーンアップデー、もったいないクッキングデーの設定や、

啓発ポスターの作成などにより、家庭や事業所などにおける食品ロス対策を推進していきます。 

必要な時に、必要な分だけ購入する、残っている食材から使う、消費期限や賞味期限の近い

ものから積極的に使用するなど、日常生活でできることから啓発していきます。 

（３）脱プラスチックの取組 

プラスチックの主な原料は石油のため、燃やすと ＣＯ２ を排出します。 

プラスチックごみを出さない取組として、詰め替え商品の普及、分別・リサイクルの徹底、簡

易包装の推進などに努めます。 
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（４）有価物集団回収を実施した団体に対する報償金交付 

古紙・金属・びん・ペットボトルなどは、そのまま捨てればごみになりますが、分別して回収す

ることでリサイクルでき、資源になります。本市では資源物を回収した地域の団体に対し、報償

金を交付しています。 

引き続き、ＰＴＡ、自治会などの各種団体による有価物の集団回収並びにその回収への協力

を啓発していきます。 

（5）古着・小型家電の回収 

公衆衛生組合と連携して家庭で不要になった古着の回収を実施し、資源化を推進します。 

一関地区広域行政組合と連携し、これまで多くが不燃物となっていた使用済小型家電の回

収の取組を継続するとともに、公衆衛生組合と連携してイベント回収にも取り組み、資源化を

推進します。 

（６）マイバッグ利用の促進 

プラスチックごみを削減するため、民間団体や店舗などと連携しながら買い物袋（マイバッ

グ）の持参を促進し、廃棄物として排出されるレジ袋などの削減を図ります。 

本市では、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」及び「一関市廃棄物の減量及び適正処理

に関する条例」に基づき、一般廃棄物のうちごみの減量化対策を総合的かつ効果的に実施す

るため、この計画を策定しています。 

一 般 廃 棄 物 減 量 基 本 計 画  [ 生 活 環 境 課 ] - 一 関 市

(city.ichinoseki.iwate.jp)
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5.2.３.5 環境意識の啓発 

（1）環境学習講演会の開催、資源・エネルギー循環型まちづくり先進地見学会の実施 

市民に環境やエネルギーへの意識と理解を高めてもらうため、資源・エネルギー循環型まち

づくり講演会や先進事例を学ぶ見学会を実施します。 

（2）環境学習施設の整備 

市民に気軽に環境やエネルギーについて学んでもらうため、新たな一般廃棄物処理施設内

に、地球温暖化、新エネルギー、循環型社会など環境について総合的に学べる施設の整備につ

いて検討します。 

（３）環境教育活動の実施 

子どもたちの環境意識の高揚や楽しく環境学習に取り組める機会として、夏休みエコ体験教

室、親子リサイクル体験教室、自然観察会、サケの稚魚放流などの環境教育活動を実施します。 



７９ 

5.2.４ 各主体の取組 

目標達成には、行政・関係機関、事業者、学校・地域、市民・民間団体のそれぞれができるこ

とを実施し、協力し合あう必要があります。ここでは、各主体に期待される取組を示します。 

項目 期待される取組 

再生可能 

エネルギー 

公共施設への太陽光発電設備や蓄電池などの再生可能エネルギーの導入

を先導して進めます。 

再生可能エネルギーを導入する市民や事業者に対し、補助金交付や情報

提供などの支援を行います。 

省 エ ネ ル ギ

ー 

公共施設の省エネ改修を検討します。 

市民や事業者が実施する建物や住宅の新築及び省エネ改修に対し、補助

金交付や省エネ診断、情報提供などの支援を行います。 

施設内の省エネ行動を心がけます。 

その他 

ＣＯ２ 削減 

再生可能エネルギーの地産地消を推進するために、地域新電力の設立を

検討・支援します。 

公共施設などに市内産木材を積極的に利用します。 

健全な森林を維持できるように、森林の適切な管理と活用を行います。 

ＥＶ の導入や ＥＶ 用急速充電設備などの設置を推進します。 

利便性が高く、ＣＯ２ 排出量が少ない交通手段の導入を進めます。 

公共施設から排出されるごみを削減するとともに、市民や事業者に対し、

ごみ削減の取組を推進します。 

市民や事業者に対し環境学習の機会や場所を提供します。 

項目 期待される取組 

再生可能 

エネルギー 

補助金などを活用しながら、事業所や工場へ、太陽光発電設備や蓄電池

などの再生可能エネルギーを導入します。 

省エネルギー 県の省エネ診断制度や補助金などを活用しながら、事業所や工場の省エ

ネ化、高効率設備の導入を進めます。 

従業員への省エネ行動を推進します。 

従業員の通勤や業務での外出には、公共交通や自転車の利用を推進しま

す。また社用車への ＥＶ 導入や、従業員へのエコドライブなどを推進しま

す。 

その他 

ＣＯ２ 削減 

社内から排出されるごみの削減、リサイクルの徹底を推進します。 

市などが開催する環境学習講演会や先進地見学会に参加・協力します。 

表 ５.２.４-１ 行政・関係機関に期待される取組 

表 ５.２.４-２ 事業者に期待される取組 



８０ 

項目 期待される取組 

再生可能 

エネルギー 

学校の建物などに、太陽光発電設備や蓄電池などの再生可能エネルギー

を導入し、平常時の発電電力の使用だけでなく、非常時のエネルギー源と

して活用します。 

省エネルギー 環境学習の一環として、教職員や生徒・児童の皆で学校内での省エネ行

動について話し合い、実践します。 

その他 

ＣＯ２ 削減 

校内から排出されるごみの削減、リサイクルの徹底を推進します。 

市などが開催する環境学習講演会や先進地見学会に参加します。 

子どもたちに環境学習の機会を提供します。 

幼児期から「体験活動」などで、自然環境に親しみ、年代に合わせて学習

する機会を提供します。 

地域の視点を取り入れ、地域そのものの価値や魅力を伝え、地域の持続

可能な社会づくりと環境保全についての理解を深めます。 

項目 期待される取組 

再生可能 

エネルギー 

補助金などを活用しながら、自宅などに太陽光発電設備や蓄電池などの

再生可能エネルギーを導入し、エネルギーを賢く使用します。 

省エネルギー 住宅を新築する際には、ＺＥＨ のような省エネルギー性能の高い住宅を検

討します。 

県の省エネ相談窓口や補助金などを活用しながら、住宅の省エネ改修を

行います。 

家電製品の買い替えの時には、できるだけ省エネ性能が高い製品を選択

します。 

家庭内での省エネ行動を心がけます。 

通勤・通学やその他の外出の際は、できるだけ公共交通や自転車を利用

します。また自家用車への ＥＶ 導入やエコドライブなどを心がけます。 

その他 

ＣＯ２ 削減 

家庭から排出されるごみの削減、リサイクルの徹底を推進します。 

買い物の際には、マイバッグを利用します。 

市などが開催する環境学習講演会や先進地見学会に参加します。 

表 ５.２.４-３ 学校・地域に期待される取組 

表 ５.２.４-４ 市民・民間団体に期待される取組 
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６ 章 地球温暖化による気候変動の影響への取組（適応策） 

６.1 適応策とは

地球温暖化対策には、大きく分けて「緩和策」と「適応策」の２本の柱があります。 

「緩和策」は ５ 章に示したような、温暖化の原因となる温室効果ガス排出量を削減する（また

は森林などによって吸収させる）対策です。一方、「適応策」は気候変化に対して自然生態系や

社会・経済システムを調整することにより気候変動の悪影響を軽減する（または気候変動の好

影響を増長させる）対策です。 

気候変動を抑えるためには、緩和策が最も必要かつ重要な対策です。しかし、緩和策の効果

が現れるには長い時間がかかるため、早急に温室効果ガス排出量の大幅削減に向けた取組を

開始し、最大限の排出削減努力を行っても、過去に排出された温室効果ガスの大気中への蓄

積があるため、ある程度の気候変動は避けられません。近年、気候変動による観測記録を更新

するような異常気象が発生しており、将来は頻繁に発生したり深刻化したりすることが懸念さ

れていることから、気候変動による悪影響を最小限に抑える「適応策」も必要です。 

図 ６.１-１ 緩和策と適応策 

出典：Ａ-ＰＬＡＴ 気候変動適応情報プラットフォーム 
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６.2 将来の気候変化の予測 

国立環境研究所の将来予測によると、１９９０ 年頃に比べて ２１ 世紀末には盛岡の年平均気

温は ２℃未満に抑えるシナリオ（ＳＳＰ１-２.６ シナリオ）で ２℃程度、気候政策を導入しない最

大排出量シナリオ（ＳＳＰ５-８.５ シナリオ）で ５℃程度、現在よりも上昇すると予測されていま

す。その他にも年降水量の増加、コメの品質の低下、健康被害の増加などが予測されています。 

６.３ 本市に予測される影響 

気候変動による影響は、岩手県内でも既に様々な形で現れ始めています。県では、国の気候

変動影響評価報告書（平成 ２７ 年 ３ 月 中央環境審議会）を参考に、県内の影響や施策を「岩

手県気候変動適応策取組方針」としてとりまとめています。この中から本市に関連すると考え

られる影響を以下に示します。

表 ６.３-１ 本市における将来予測される影響 

分野 予測される影響

農林業 ・登熟期間の気温上昇により、水稲の品質低下が予測されている。

・りんごなどの栽培に有利な温度帯が年々北上すると予測されており、高温

による生育不良や栽培適地の変化等による品質低下などが懸念されてい

る。

・頻発する台風や大雪等の自然災害により、園芸施設が被害を受けるリスク

が高まる可能性がある。

・気温の上昇により乳牛の乳量減少、肉牛等の増体の遅れ、牧草の収量の減

少や栽培適地の移動等が懸念される。

・野生動植物や昆虫類等の生息域や生息時期の変化による家畜伝染性疾病

の流行地域拡大、流行時期の変化等が懸念される。

・多雨年と渇水年の変動の幅が大きくなっていることに加え、気温の上昇に

より融雪流出量が減少し、用水路等の農業水利用施設における取水に影響

図 ６.２-１ 岩手県周辺の日平均気温の将来予測 

出典：Ａ-ＰＬＡＴ 気候変動適応情報プラットフォーム （ＮＩＥＳ２０２０ データ MＩＲＯＣ６） 
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を与えることが予測されている。

・年最大日雨量や最大時間雨量が現在よりも増加するという予測があり、集

中的な山腹崩壊・土石流等の頻発により、山地や斜面周辺地域の社会生活

に与える影響が増大すると予測されている。

水環境・

水資源

・湖沼やダム湖において、水温の上昇に伴う水質の変化により、富栄養湖に

分類されるものが増加していくと予測されている。

・無降水日数の増加や積雪量の減少により渇水が頻発化・長期化・深刻化

し、さらなる渇水被害の発生が懸念される。

自然生態系 ・気温上昇や融雪時期の早期化による高山植物等の分布適域の変化や縮

小、植生の変化などが危惧される。

・シカやイノシシ等の野生鳥獣の生息域拡大と、これによる自然植生や農林

業の被害の増大が懸念される。

自然災害 ・大雨や短時間強雨の発生頻度が増加することなどにより、洪水や土砂災害

の発生頻度が増加すること、被害が激甚化することが懸念される。

健康 ・熱中症搬送者数の増加が予測されており、高齢者や学校の児童生徒の熱

中症事故のリスクの増大が懸念される。

・気候変動による気温の上昇や降水の時空間分布の変化は、感染症を媒介

する節足動物の分布可能域を変化させ、節足動物媒介感染症のリスクを増

加させる可能性がある。

産業・経済

活動

・夏季の気温上昇などは、電力需要のピークを先鋭化させる懸念があり、消

費行動を注視していく必要がある。

市民生活等 ・短時間強雨や渇水の頻度の増加、強力な台風の増加等によりインフラ・ライ

フライン等に影響を及ぼすことが懸念される。

・台風や大雨による文化財への被害や、文化や歴史を感じる地域の行事の

変容など、暮らしに影響を及ぼすことが懸念される。
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６.４ 本市における適応策 

本市が気候変動による被害を回避・軽減するために取り組む適応策として、県の取組方針に

倣って ７ つの分野に整理しました。

気候変動の影響は常に変化するため、国や県と連携しながら被害状況や将来予測、それらへ

の対策に関する最新の情報を収集し、必要に応じて計画へ反映していきます。 

表 ６.４-１ 気候変動による被害を回避・軽減するための適応策 

分野 適応策

農林業 ・気候変動に適応した農業技術や品種に関する情報収集、普及啓発

・鳥獣・害虫被害、家畜伝染性疾病等の予防法の情報収集、注意啓発

・農村地域・山林の多面的機能（二酸化炭素の吸収、水源の涵養、生物多様性

の保全、防災・減災など）に関する知識の啓発、機能の維持・発揮の支援

水環境・

水資源

・水質状況の把握、情報提供

・農村地域・山林の水源の涵養機能の維持・発揮に関する支援

自然生態系 ・希少野生動植物や外来生物に関する意識啓発

・ニホンジカ等の鳥獣被害や外来生物の対策、注意啓発

・農村地域・山林の生物多様性の保全機能の維持支援

・環境教育の実施

自然災害 ・「一関市防災マップ」の周知・啓発

・防災教育の推進

・森林整備等による治山対策の推進

・河川改修等による治水対策の推進

・防災・減災を視野に入れたインフラ整備の推進

健康 ・ホームページ等による熱中症予防の普及啓発と注意喚起

・県などと協力した感染症対策・予防の推進

産業・経済

活動

・「資源・エネルギー循環型まちづくり」の推進

・自立分散型エネルギー利用の普及啓発、推進

・木質バイオマス利用の普及啓発、利用の推進

・地域のエネルギー資源（太陽光、廃棄物発電・熱など）の有効利用の推進

市民生活等 ・県などと協力し、環境教育活動を通じた気候変動への適応に関する知識の

普及啓発

・防災・減災を視野に入れた再生可能エネルギー利用の推進
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７章 計画の推進体制及び進行管理

７.1 計画の推進体制

本計画を着実に推進していくためには、実効性を有する体制の整備と、関係者や市民の協

働による取組が重要です。 

一関市環境基本条例の基本理念である「環境の保全及び創造」は、市、事業者及び市民がそ

れぞれの責務を自覚し、適切な役割分担（表７.１-１）の下に自主的かつ積極的に行うことを定

めており、本計画においても、互いに協力しながら推進する体制の充実に努めます。 

市は、環境保全団体などの育成支援に努めるなど、市民や事業者などが環境保全活動へ積

極的に取り組めるような環境整備に努めます。さらに、すべての関係者が相互に連携しながら

取組を進められるよう、情報共有に努めるとともに、交流の機会の創出を目的に、生活環境課

を事務局として、環境教育や意識啓発イベントなどに重点を置いて計画推進に取り組みます。 

イラスト
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図７.１-１ 計画の推進体制 

表７.１-１ 環境に対する取組の主な役割 
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７.2 計画の進行管理

本計画で掲げる目標を達成するには、市民、事業者、市が協働して取り組むことが必要です。

そのため、本計画を推進するために、ＰＤＣＡ サイクル（図７.２-１）に基づく進行管理を行い、計

画の推進と継続的な改善を図ります。資源・エネルギー循環型まちづくり推進本部が事務局と

なって取組を進めていくとともに、定期的に実施状況や対策効果を把握、必要な見直しを実施

します。 

（１） 計画の策定（Ｐｌａｎ） 

削減目標を決定し、目標達成のために各主体が推進する施策を位置付けた本計画

の策定がこれに当たります。 

（２） 計画の実行（Ｄｏ） 

市民、事業者、市などの各主体が、本計画による具体的な施策に取り組みます。 

（３） 計画の点検・評価（Ｃｈｅｃｋ） 

市は、施策の実施状況や削減効果などの定量的な把握・評価を行うとともに、一関

市環境審議会に報告を行います。 

市全体の ＣＯ２排出量を把握し評価するほか、家庭・地区をピックアップして、削減数

値を収集するなどの手法について検討します。 

（４） 計画の見直し（Ａｃｔｉｏｎ） 

市は、（３）で点検・評価した結果を公表し、必要に応じて本計画の見直しを行います。 

本計画の削減目標は、現在、日本が国際的に表明している目標に合わせて設定して

います。 

このため、技術革新による新たな施策や、市民からの意見・提案による取組を加える

ことで、削減目標の達成を目指すこととしますが、あわせて、国際的な枠組みの構築

や、海外とのカーボン・オフセットなどにより、日本の削減目標の数値が変動した場

合など、社会情勢の変化を踏まえ、必要に応じて実態に合った計画の見直しについ

ても検討していきます。 

★カーボン・オフセット：自らの経済活動などにおいてどうしても排出される温室効果ガスについて、排出

量に見合った他の場所の温室効果ガスの削減活動に投資すること等により、排出される温室効果ガスを

埋め合わせて相殺する考え方のことです。

図７.２-１ ＰＤＣＡ サイクル 


